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第１章 医師確保計画に関する基本事項 

 

第１節 医師確保計画策定の背景・趣旨 

○ 医師の偏在は、地域間、診療科間のそれぞれにおいて、長きにわたり課題

として認識されてきました。このため、平成 20(2008)年度以降、医師が不足

する地域や診療科での従事を一定期間義務付ける「地域枠」を中心に、全国

的な医師数の増加が図られてきました。 

 

 ○ しかし、全国的に医師数を増やしても、十分な医師偏在対策が講じられな

ければ、地域における医師不足解消にはつながらないことから、厚生労働省

に設置された医師需給分科会において、実効的な医師偏在対策を行うため

の議論が行われてきました。 

 

 ○ これを受けて、平成 30（2018）年７月に成立した「医療法及び医師法の

一部を改正する法律（平成 30年法律第 79号）」に基づき、都道府県が定量

的な現状分析に基づく実効的な医師確保対策が進められるよう、従来から

都道府県が策定している保健医療計画における「医療従事者の確保に関す

る事項」から医師の確保に関する事項を抜き出し、保健医療計画の一部とし

て医師確保計画を新たに策定することとされました。 

 

○ 医師確保計画は、新たに導入された、地域ごとの医師の多寡について全国

ベースで統一的・客観的に比較・評価可能な「医師偏在指標」に基づき、全

国の二次保健医療圏を比較することで、医師の偏在状況を相対的に表した上

で、二次保健医療圏単位での医療提供体制の確保を目的として、各々の状況

に応じた施策を通じて医師の偏在対策を図っていくものです。 

 

○ 本県では、平成 26（2014）年 6 月に成立した「地域における医療及び介

護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成

26(2014)年法律第 83号）」に基づき、今後の高齢化の進展を踏まえた効率的

かつ質の高い医療提供体制を構築するため、平成 29（2017）年 3 月に福岡

県地域医療構想を策定しました。 

現在、令和 7（2025）年の地域医療構想の実現に向け、医療機関の再編・

統合を含む機能分化・連携の方針等が福岡県地域医療構想調整会議などで議

論されているところです。 
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○ 医師確保計画の策定にあたっては、地域医療構想調整会議等において議 

論された医療機関ごとの機能分化・連携の方針等を踏まえ、地域における医

療提供体制の確保に資する形で地域医療構想との整合を図ることが必要で

す。 

 

○ また、平成 30(2018)年 6 月に成立した「働き方改革関連法」により医師

の時間外労働規制が令和 6(2024)年 4 月から適用される予定となっていま

す。地域における医療提供体制の確保に向けて、医師の労働時間短縮を踏ま

えた医師確保が重要であり、今後の医師の働き方改革への対応を念頭におい

た医師確保対策を行っていく必要があります。 

 

○ この計画は、新たに導入された「医師偏在指標」に基づき、本県の県全体

及び二次保健医療圏ごとの現状、課題、医師確保の方針や施策を明らかにす

るものであり、かつ、大学、医師会、地域の中核病院等と連携し、地域医療

構想や医師の働き方改革と一体となって医師の偏在対策を行っていくため

の指針となるものです。 

 

 

 

第２節 医師確保計画の策定体制 

○ 医師確保計画の目的である地域における医療提供体制の確保を図るため

には、大学や医師会、地域の中核病院等との連携が重要であることから、本

県では、これらの関係者で構成する福岡県医療対策協議会（以下「協議会」

という。）において医師確保計画を協議し、合意を得ながら策定作業を進め

ました。 

 

○ また、医師確保計画は保健医療計画の一部であることから、その策定に当

たっては、福岡県医療審議会に意見を聴くとともに、各種協議会やパブリッ

クコメント等により、医療関係者、保険者、市町村及び県民に広く意見を聴

いた上で策定しました。 

 

 

  



3 

 

◆策定体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆福岡県医療対策協議会の構成員 

 

 

 

 

第３節 医師確保計画の期間 

 ○ 本計画の期間は、令和 2（2020）年度から令和 5（2023）年度とし、策定

後 3年ごと（当初のみ 4年）に見直しを行います。 

 

◆医師確保計画策定スケジュール 

 

 

  

構
成
員

特定機能病院、地域医療支援病院、公的医療機関、臨床研修病院、民間病院、診療に関する
学識経験者の団体（県医師会）、大学その他の医療従事者の養成に関係する機関、当該都道
府県知事の認定を受けた社会医療法人、独立行政法人国立病院機構、独立行政法人地域医
療機能推進機構、地域の医療関係団体、関係市町村、地域住民を代表する団体

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035

医師
確保
計画

西暦

 保健医療
計画

第７次 第８次

第７次 第８次 (前期)計画

策定

第９次 (後期)第８次 (後期) 第９次 (前期)

第９次

福岡県
（医師・看護職員確保対策室）

医師確保計画の案を作成

医師確保計画を策定

計画案を協議

福岡県医療審議議会

（医療計画部会）

諮問、聴取

答申 周産期医療協議会

小児救急医療専門委員会

産科・小児科に関

する意見、提案

パブリックコメント

市町村 保険者協議会

意見、提案

福岡県医療対策協議会
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第２章 医師偏在指標と医師少数区域等の設定 

第１節 医師偏在指標 

１ 医師偏在指標の考え方 

○ これまで、地域ごとの医師数の比較には人口 10 万人対医師数が一般的

に用いられてきましたが、これは地域ごとの医療ニーズや人口構成等を反

映しておらず、医師数の多寡を統一的・客観的に把握するための「ものさ

し」としての役割を十分に果たしていないという問題点がありました。 

 

○ このため、全国ベースで医師の多寡を統一的・客観的に比較・評価する

新しい指標として次の「5要素」を考慮した医師偏在指標を設定すること

となりました。  

・ 医療需要（ニーズ）及び人口・人口構成とその変化  

・ 患者の流出入等 

・ へき地等の地理的条件  

・ 医師の性別・年齢分布 

 ・ 医師偏在の種別（区域、診療科、入院／外来） 

 

○ 今回算定する医師偏在指標は、エビデンスに基づき、これまでよりも医

師の偏在の状況をより適切に反映するものですが、算定に当たっては、一

定の仮定が必要であることや、入手できるデータに限界があることなどに

より、全ての医師偏在の状況を表しうる要素を盛り込めているものではあ

りません。このことから、医師偏在指標は、医師の絶対的な充足状況を示

すものではなく、あくまでも相対的な偏在の状況を表すものであるという

性質のものとなっています。 

 

○ また、今計画では、医師全体の医師偏在指標のほか、政策医療の観点、

診療科と診療行為の対応も明らかにしやすいこと等から、産科、小児科の

医師偏在指標についても算定します。ただし、産科、小児科の医師偏在指

標は、診療科間の医師偏在を是正するものではありません。 

 

 

２ 医師偏在指標の作成手続き 

○ 医師全体については、厚生労働省から提供された無床診療所における外

来患者の流出入数、病院・有床診療所における入院患者の流出入数の医師

偏在指標への見込み方について、必要に応じて都道府県間および二次保健
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医療圏間の調整を行った上で、その情報を基に、再度、厚生労働省が医師

偏在指標を算定し確定します。 

 

○ 小児科の医師偏在指標については、厚生労働省から提供された小児科の

患者の流出入数を、必要に応じて都道府県間および県内二次保健医療圏間

の調整を行った上で、その情報を基に、再度、厚生労働省が医師偏在指標

を算定し確定します。 

 

○ 産科の医師偏在指標については、医療需要として分娩数を用いているた

め、患者の流出入は考慮せず、厚生労働省から提供された数値を用いるこ

ととします。 

 

○ なお、本県では、厚生労働省から提供された医師全体及び小児科におけ

る患者流出入数については、実態から大きくかけ離れておらず、代替とな

るデータがない等により、都道府県間および県内二次保健医療圏間の調整

は行わないこととしました。 

 

 

３ 医師偏在指標の設計 

（１）医師全体 

 

医師偏在指標 ＝ 

（医師全体）  

         ＝ 

   ※詳細な算出式については、巻末データ参照 

 

○ 医師供給については、性・年齢・診療科による労働時間の違いを全国

比で調整し、標準化した医師数を用います。 

 医師数は、「医師・歯科医師・薬剤師調査」における医療施設に従事

する医師数で、主たる従業地により二次保健医療圏別の人数を集計した

ものを用います。 

 

○ 医療需要については、性別、年齢、地域による受療率の違いを調整し

た人口１０万人あたりの人数となっており、「人口」、「受療率（性年齢

医療需要 

医師供給 

（地域の人口 / 10万人）× 地域の標準化受療率比 

標準化医師数（医療施設従事医師数×労働時間調整係数） 
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別の受療傾向）」及び「患者の流出入数」により算出されます。 

  また、地域の標準化受療率比とは、全国の性・年齢階級別調整受療率

を地域の性・年齢階級別の人口に当てはめて算出した地域の期待受療率

を、全国の期待受療率で割ったものとなっています。 

 

○ なお、協議会において、医師偏在指標の算出に用いられたデータは、

以下の点において不十分で、実態を反映していない、という指摘があり、

今後は更なる改善を要するものとなっています。 

 

＜医療需要＞ 

・ 診療所の患者調査は、わずかな量（6／100）の抽出調査であり、

調査年や抽出医療機関によってデータの偏りが大きい。 

・ 病院や有床診療所の外来患者の流出入が考慮されておらず、医

療需要が十分反映されていない。 

＜医師供給＞ 

・ 医師労働時間は、データ数が少ないためか実感と異なる数値で

あり、信憑性に欠けている。 

・ 非常勤で県外に派遣している医師の実績が反映されておらず、

医師数として正確性に欠けている。 

 

（２）産科 

 

        ＝            ＝ 

     

※詳細な算出式については、巻末データ参照 

 

○ 医師供給については、「標準化産科・産婦人科医師数」として、「医

師・歯科医師・薬剤師調査」における「産科医師数」及び「産婦人科医

師数」の合計値を、性・年齢・診療科による労働時間の違いを全国比で

調整し、標準化した医師数を用います。 

 

○ 医療需要については、「里帰り出産」等の妊婦の流出入の実態を踏ま

えた「分娩数」を用います。 

 

分娩件数 /  1,000件 

医師偏在指標 

（産科） 

医師供給 

医療需要 

標準化産科・産婦人科医師数 

（医療施設従事医師数×労働時間調整係数） 
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 （３）小児科 

医師偏在指標（小児科） 

   

 ＝          ＝ 

            

 

○ 医師供給については、「標準化小児科医師数」として、「医師・歯科

医師・薬剤師調査」における「小児科医師数」を、性・年齢・診療科に

よる労働時間の違いを全国比で調整し、標準化した医師数を用います。 

 

○ 医療需要については、15歳未満の人口を「年少人口」と定義し、性別、

年齢、地域による受療率の違いを調整した年少人口１０万人あたりの人

数となっており、「人口」、「受療率（性年齢別の受療傾向）」及び「患者

の流出入数」により算出されます。 

 

 

４ 医師偏在指標の値 

○ 本県の医師偏在指標の値は、医師全体では 300.1で、全国 3位となって

おり、全国の上位 33.3％に属していることから、厚生労働省によって、医

師多数県に設定されています。〔図表 2-1〕 

   

○ 産科の医師偏在指標の値は 13.5で全国 12位、小児科の医師偏在指標の

値は 115.4で全国 18位となっています。〔図表 2-1〕 

 

○ 医師全体を県内の二次保健医療圏別にみると、医師偏在指標の値が最も

大きいのは久留米保健医療圏で 414.8となっており、全国でも 3位となっ

ています。次いで、福岡・糸島保健医療圏、飯塚保健医療圏と続きます。 

  一方、医師偏在指標の値が最も小さいのは京築保健医療圏で 142.4とな

っており、県内 1位の久留米保健医療圏の約３分の１となっています。〔図

表 2-1〕 

 

○ 産科及び小児科の二次保健医療圏別では、医師偏在指標の値が最も大き

いのはいずれも久留米保健医療圏の 17.3（産科）、183.8（小児科）となっ

ており、最も小さいのはいずれも京築保健医療圏の 2.2（産科）、49.5（小

児科）となっています。 

（地域の年少人口 / 10万人）× 地域の標準化受療率比 

標準化小児科医師数（医療施設従事医師数×労働時間調整係数） 医師供給 

医療需要 

※詳細な算出式については、巻末データ参照 
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◆医師偏在指標及び県内・全国順位（県内二次保健医療圏別） 〔図表 2-1〕 

 

 

 医師偏在指標の算定に用いたデータ 

 ・平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査  

 ・平成 29年患者調査 

 ・平成 28年度厚生労働科学特別研究「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する

調査研究」 

 ・平成 29年住民基本台帳人口 

 

  

数値 県内順位 全国順位 数値 県内順位 全国順位 数値 県内順位 全国順位

福岡県 300.1 ― 3/47 13.5 ― 12/47 115.4 ― 18/47

福岡・糸島 387.9  2/13   5/335 16.9  3/13  39/284 118.8  5/13  68/311

粕屋 199.4  8/13 110/335 8.5  7/13 205/284 73.2 11/13 249/311

宗像 172.8 11/13 182/335 7.6  8/13 231/284 74.5 10/13 244/311

筑紫 243.0  5/13  64/335 5.6 10/13 269/284 72.5 12/13 253/311

朝倉 200.2  7/13 108/335 4.9 11/13 272/284 124.8  3/13  46/311

久留米 414.8  1/13   3/335 17.3  1/13  34/284 183.8  1/13   6/311

八女・筑後 189.4  9/13 135/335 12.6  5/13 100/284 81.1  8/13 224/311

有明 207.6  6/13  92/335 7.5  9/13 234/284 122.1  4/13  53/311

飯塚 303.3  3/13  29/335 12.2  6/13 105/284 100.1  6/13 135/311

直方・鞍手 172.5 12/13 183/335 4.8 12/13 273/284 78.2  9/13 233/311

田川 177.9 10/13 166/335 14.6  4/13  63/284 98.1  7/13 152/311

北九州 283.4  4/13  41/335 16.9  2/13  37/284 126.4  2/13  44/311

京築 142.4 13/13 283/335 2.2 13/13 276/284 49.5 13/13 302/311

医師偏在指標（医師全体） 医師偏在指標（産科） 医師偏在指標（小児科）



9 

 

第２節 医師少数区域等の設定 

１ 医師少数区域 

○ 医師少数区域は、医師の確保を重点的に推進する地域であり、医師偏在指

標の値を全国で比較し、下位一定割合（33.3％）に属する医療圏として定義

されます。 

  

○ 本県において、下位 33.3％に属する二次保健医療圏は、京築保健医療圏

１箇所となっています。 

 

○ 設定にあたっては、地元の医師会や中核病院、保健所から聞き取りを行い

ました。その結果、「今後、各大学病院等から地域の医療機関への医師派遣

がなくなると、医療提供体制の維持が困難になる。」との意見を踏まえて、

京築保健医療圏を医師少数区域に設定することとします。 

 

○ なお、医師偏在指標が上位一定割合（33.3％）に属する医療圏は医師多数

区域として定義されます。 

本県では、「福岡・糸島保健医療圏」、「粕屋保健医療圏」、「筑紫保健医療

圏」、「朝倉保健医療圏」、「久留米保健医療圏」、「有明保健医療圏」、「飯塚保

健医療圏」及び「北九州保健医療圏」の８保健医療圏となっています。 

 

 

２ 医師少数スポット 

○ 医師少数スポットは、二次保健医療圏よりも小さい地域において、医療需

要に対し医師が少なく、かつ医療機関へのアクセスに大きな制限がある地域

として定義されます。 

 

○ 県内には、医師少数区域には該当しない二次保健医療圏内ではあるものの、

離島やへき地といった医療の確保が困難な地域が存在します。 

これらの地域では、医療提供体制の確保が必要な場合、へき地診療所が設

置・運営されていますが、医療提供体制としては脆弱であり、継続的な医師

確保や近隣医療機関へのアクセス面で課題を抱えています。 

 

○ 本県においては、へき地診療所を有する市町村への聞き取り調査を行い、

その結果を踏まえて、以下の８地域を医師少数スポットとして設定すること

とします。 
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＜離島（４地域）＞ 

①藍島（北九州市小倉北区） 

②大島（宗像市） 

③相島（新宮町） 

④玄界島（福岡市西区） 

＜離島を除くへき地（４地域）＞ 

 ⑤東峰村小石原地域（東峰村立診療所を中心とした半径４Ｋｍの地域） 

⑥東峰村鼓地域（東峰村立鼓診療所を中心とした半径４Ｋｍの地域） 

⑦八女市矢部地域（矢部診療所を中心とした半径４Ｋｍの地域） 

⑧八女市辺春地域（辺春診療所を中心とした半径４Ｋｍの地域） 

 

３ 相対的医師少数区域 

○ 相対的医師少数区域は、周産期医療圏（※）または小児医療圏（※）ごと

の産科、小児科の医師偏在指標の値を全国で比較し、下位一定割合（33.3％）

に属する医療圏として定義されます。 

 

○ 相対的医師少数区域は、画一的に医師の確保を図るべき医療圏と考えるの

ではなく、当該医療圏内において産科医師または小児科医師が少ないことを

踏まえ、周産期医療または小児医療の提供体制の整備について特に配慮が必

要な医療圏として考えます。 

 

○ 本県の産科における相対的医師少数区域は、「粕屋周産期医療圏」、「宗像

周産期医療圏」、「筑紫周産期医療圏」、「朝倉周産期医療圏」、「有明周産期医

療圏」、「直方・鞍手周産期医療圏」、「京築周産期医療圏」の７周産期医療圏

です。 

 

○ 本県の小児科における相対的医師少数区域は、「粕屋小児医療圏」、「宗像

小児医療圏」、「筑紫小児医療圏」、「八女・筑後小児医療圏」、「直方・鞍手小

児医療圏」、「京築小児医療圏」の６小児医療圏です。 

 

（※）本県では、周産期医療圏及び小児医療圏は、二次保健医療圏と同じ圏域 

となっています。 
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◆福岡県における医師少数区域、医師多数区域及び医師少数スポットの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 藍島（北九州市） ② 大島（宗像市）   ③ 相島（新宮町）  

④ 玄界島（福岡市） ⑤ 東峰村小石原地域  ⑥ 東峰村鼓地域 

⑦ 八女市矢部地域   ⑧ 八女市辺春地域 

  

矢部村

立花町

黒木町

星野村

宗像保健医療圏

直方・鞍手保健医療圏

八女・筑後保健医療圏

北九州市

苅田町

芦屋町

水巻町
遠賀町岡垣町

中間市

行橋市

宗像市

福津市

宮若市

鞍手町

直方市

小竹町

みやこ町 築上町

豊前市

吉富町

上毛町

福智町

香春町

赤村

大任町

川崎町

田川市

糸田町

添田町

飯塚市

嘉麻市

古賀市

新宮町

久山町

篠栗町粕屋町

須恵町

福岡市
志免町

宇美町

春日市 太宰府市

大野城市

那珂川市
筑紫野市

糸島市

東峰村

朝倉市

筑前町

小郡市

大刀洗町

久留米市
うきは市

八女市

広川町

筑後市
大木町

大川市

柳川市
みやま市

大牟田市

桂川町

福岡・糸島保健医療圏

久留米保健医療圏

飯塚保健医療圏

北九州保健医療圏

田川保健医療圏

京築保健医療圏

⑦

⑧

⑤

⑥

①

②

④

③

医師少数区域

医師多数区域

医師少数スポット

筑紫保健医療圏

朝倉保健医療圏

粕屋保健医療圏

有明保健医療圏
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第３章 福岡県の医師確保について 

第１節 福岡県 

１ 医師全体 

（１）現状と課題 

医師偏在指標 全国順位 標準化医師数 参考値（※） 

300.1 3 / 47 15,351人 (10,848人) 

※ 本県が医師少数県にならないために最低限必要な医師数。 

① 医療需要 

○ 医師偏在指標における医療需要とは、性別、年齢、地域による受療率

の違いを調整した人口１０万人あたりの人数となっており、「人口」、

「受療率（性年齢別の 受療傾向）」及び「患者の流出入数」により算出

されています。 

○ 本県の人口は平成 30(2018)年 1 月 1 日現在で約 5,131 千人、令和

5(2023)年には約 5,065千人となり、約 66千人（人口比 1.3%）減少する

と推計されていますが、全国に比べると緩やかな減少にとどまっていま

す。〔図表 3-1-1〕 

○ 男女別で見ると、平成 30(2018)年では男性が 47.5％、女性が 52.5％

となっており、全国の男女比と比べてやや女性の割合が高くなっていま

す。また、令和 5(2023)年には女性比率が 0.3 ポイント上昇し、現在よ

りもさらに女性の割合が高くなると推計されています。〔図表 3-1-1〕 

○ 年代別に見ると、65歳以上の割合は、26.5％（平成 30(2018)年）から

29.1％（令和 5(2023)年推計）となり、高齢化が一層進むことが見込ま

れています。〔図表 3-1-2〕 

◆人口の推移（福岡県、全国） 〔図表 3-1-1〕 

 

 

 

 

 

 

 男性 62,299 千人 （48.8%） 60,028 千人 （48.5%） 男性 2,439 千人 （47.5%） 2,391 千人 （47.2%）

女性 65,408 千人 （51.2%） 63,628 千人 （51.5%） 女性 2,691 千人 （52.5%） 2,674 千人 （52.8%）

合計 127,707 千人 123,656 千人 合計 5,131 千人 5,065 千人

2018 2023推計2018 2023推計

127,707 千人 123,656 千人

2018年 2023年推計

全国

5,131 千人 5,065 千人

2018年 2023年推計

福岡県

⇒
－3.2 %

⇒
－1.3 %

男性 62,299 千人 （48.8%） 60,028 千人 （48.5%） 男性 2,439 千人 （47.5%） 2,391 千人 （47.2%）

女性 65,408 千人 （51.2%） 63,628 千人 （51.5%） 女性 2,691 千人 （52.5%） 2,674 千人 （52.8%）

合計 127,707 千人 123,656 千人 合計 5,131 千人 5,065 千人

2018 2023推計2018 2023推計

127,707 千人 123,656 千人

2018年 2023年推計

全国

5,131 千人 5,065 千人

2018年 2023年推計

福岡県

⇒
－3.2 %

⇒
－1.3 %

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 
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◆福岡県の年齢階級別人口（平成 30(2018)年、令和 5(2023)年推計）〔図表 3-1-2〕  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

○ 性・年齢階級別に入院と外来の受療率を調整した全国の性・年齢階級

別調整受療率をみると、性別では、男性の方が受療率は高い傾向にあり

ますが、15 歳から 49 歳及び 80 歳以上においては女性の方が受療率は

高くなっています。また、40歳以上になると男女ともに年齢が上がるご

とに高くなっていきます。 

また、年齢階級別では 0 歳から 4 歳までの乳幼児と 55 歳以上が他の

年齢に比べ、特に高くなっています。〔図表 3-1-3〕 

 

○ 本県の期待受療率（全国の性・年齢階級別調整受療率を地域の性・年

齢階級別の人口に当てはめて算出した率）は、全国の期待受療率を 1と

すると 0.993で若干低くなっています。 

◆性・年齢階級別調整受療率（全国）〔図表 3-1-3〕  

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省提供データ 

 

○ 入院患者の流出入の状況をみると、他県の医療機関に入院している本

県の患者は約 1,800 人/日であるのに対し、本県の医療機関に入院して

（単位：人）

0～4

歳

5～9

歳

10～

14歳

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80歳

以上

全年齢

平均

男性 1,236 559 413 295 272 309 367 430 542 689 936 1,256 1,676 2,205 2,811 3,789 5,990

女性 1,166 510 366 334 425 635 771 731 662 720 914 1,142 1,434 1,861 2,447 3,485 6,311

1,553
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いる他県の患者が約 3,000 人/日で、本県への流入が上回っています。

〔図表 3-1-4〕 

これは、本県に 4つの大学病院に加え、小児やがんなどに特化した高

度な医療を提供する病院が数多くあることが要因として考えられます。 

   また、外来（無床診療所）患者の流出入の状況については、入院と同

様に約 3,400人/日の患者が本県へ流入していることになります。 

   これは、本県が 4つの県と県境を接していることや隣接県より比較的

医療機関が多いことが要因として考えられます。〔図表 3-1-5〕 

    

◆入院患者の流出入数の状況 〔図表 3-1-4〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆外来（無床診療所）患者の流出入数の状況 〔図表 3-1-5〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 今後、人口は一定の減少傾向が見られるものの、受療率の高い高齢

者が増えることや、他県からの患者の流入が生じている状況を踏まえ

ると、今後も継続的な医師の確保が必要となります。 

 

県
患者

流入数
県

患者
流出数

佐賀県 0.8 佐賀県 1.0

大分県 0.7 大分県 0.3
熊本県 0.6 熊本県 0.2
長崎県 0.5 山口県 0.1
山口県 0.2 長崎県 0.1
宮崎県 0.1 鹿児島県 0.1

鹿児島県 0.1
計 3.0 計 1.8

流入 流出

流出入 1日あたり 1.2千人の流入過多

県
患者

流入数
県

患者
流出数

佐賀県 1.5 佐賀県 0.6

熊本県 1.0 大分県 0.5
大分県 0.7 熊本県 0.2
山口県 0.2 東京都 0.1
長崎県 0.2 山口県 0.1
東京都 0.1 長崎県 0.1

鹿児島県 0.1 その他 0.4
その他 1.6

計 5.4 計 2.0

流出入 1日あたり 3.4千人の流入過多

流入 流出
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②医師供給 

○ 医師偏在指標における医師供給は、性・年齢・診療科による労働時間

の違いを全国比で調整し、標準化した医師数を用います。 

 

○ 本県の標準化医師数は 15,351 人となっており、実際に本県の医療施

設に従事する医師数の 15,188人を上回っています。〔図表 3-1-6〕 

 

○ 標準化医師数は、医師の性別や年齢階級による平均労働時間を考慮し

た医師数ですが、医師の労働時間は、年齢が若いほど長く、女性より男

性の方が長い傾向となっており、本県は労働時間が長い 20 代～30 代の

男性医師が多いことが要因と考えられます。〔図表 3-1-7,3-1-8〕 

 

○ 今後、医師の働き方改革により、医師の長時間労働短縮の取り組みが

加速すれば、全国に比べ労働時間が長い医師の割合が高い本県への影響

は大きく、医師が不足することが懸念されます。 

 

◆ 医師数の状況（福岡県、全国）〔図表 3-1-6〕 

 福岡県 全国 

標準化医師数 
参考（医療施設

従事医師数） 
標準化医師数 

参考（医療施設従

事医師数） 

男性 12,583 (82.0%) 12,179 (80.2%) 247,723 (80.9%) 240,454 (78.9%) 

女性  2,768 (18.0%)  3,009 (19.8%) 58,547 (19.1%)  64,305 (21.1%) 

合計 15,351 15,188 306,270 304,759 

出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」、厚生労働省提供データ 

 

 

◆性・年齢階級別労働時間比（医師全体、全国）〔図表 3-1-7〕  

 20代 30代 40代 50代 60代 
70代

以上 

全年齢

平均 

男性 1.239 1.212 1.136 1.025 0.862 0.638 
1.005 

女性 1.149 0.949 0.836 0.872 0.769 0.624 

出典：厚生労働省提供データ 
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◆医師の年齢構成状況（福岡県、全国）〔図表 3-1-8〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」 

 

 

○ 女性は、男性に比べて労働時間が短くなっており、特に 20 代から 40

代にかけて労働時間が減っています。〔図表 3-1-7〕 

これは、女性が男性に比べ、出産や育児等のライフイベントの影響を

大きく受けていることが考えられます。 

医学部入学生に占める女性の約 3分の 1が女性であることから、今後

も、女性医師の増加が見込まれます。〔図表 3-1-9〕 

医師確保を図るためには、女性医師の離職防止や復職支援を図るとと

もに、男女ともに仕事と家庭が両立できる勤務環境を整備する必要があ

ります。 

 

◆大学入学者に占める女性の割合〔図表 3-1-9〕 

入学年度 2015 2016 2017 2018 2019 

女性割合 33.9％ 33.8％ 35.2％ 34.7％ 37.2％ 

出典：文部科学省「学校基本調査」 

  

○ 本県では、平成 29(2017)年 3 月に策定した福岡県地域医療構想にお

いて推計された団塊の世代がすべて 75 歳以上となる令和 7(2025)年に

必要となる病床機能ごとの病床数を踏まえ、現在、構想区域（県内の二

次保健医療圏）ごとに設置した地域医療構想調整会議において、地域に

おける病床の機能の分化連携について協議が進められており、この進捗

を踏まえながら、医師の確保に取り組む必要があります。〔図表 3-1-10〕 
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◆現状の病床数と必要病床数の推計値の比較表〔図表 3-1-10〕  

（地域医療構想策定時） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：福岡県地域医療構想（平成 29年 3月） 

 

○ 本県には医師を養成する大学が4校（九州大学医学部、久留米大学医学

部、産業医科大学医学部、福岡大学医学部）設置されており、毎年約44

0名の学生が入学しています。〔図表3-1-11〕 

  県内大学医学部生が、卒業後も県内の医療機関で従事し、本県の医療

を担うよう、養成していくことが重要です。 

○ 平成16(2004)年度から大学卒業後2年間の臨床研修が義務付けられま

した。本県には、4つの大学病院及び基幹型臨床研修病院に指定された 

41の病院、計45病院が研修医を受け入れています。〔図表3-1-12〕 

本県の臨床研修病院の定員充足率は、ここ数年8割台で推移しており、

今後も、確実に臨床研修医を確保していく必要があります。〔図表3-1-1

3〕 

○ 平成 30(2018)年度から新たな専門医の養成の仕組みが開始され、本県

では、令和元(2019)年度に 19 の基本領域において 140 の専門研修プロ

グラムが日本専門医機構に認定されています。〔図表 3-1-14〕 

将来、医師が充足すると想定される診療科においては、専攻医の募集

定員にシーリングがかかっているため、今後の医師確保に大きな影響を

及ぼすことが懸念されます。 

本県の専門研修プログラムの専攻医の確保を図るとともに、医師少数

区域等に配慮した医師の配置に努めていく必要があります。 
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◆令和元(2019)年度の医学部入学定員（県内４大学）〔図表 3-1-11〕 

大学名 九州大学 久留米大学 産業医科大学 福岡大学 合計 

入学定員 111名 115名 105名 110名 441名 

出典：文部科学省公表資料 

 

 

◆大学病院及び基幹型臨床研修病院（令和元(2019)年度)〔図表3-1-12〕 

№ 施設名 医療圏 

1 社会医療法人財団池友会 新小文字病院 北九州 

2 社会医療法人共愛会 戸畑共立病院 北九州 

3 一般社団法人平成紫川会 小倉記念病院 北九州 

4 地方独立行政法人北九州市立病院機構 北九州市立医療センター 北九州 

5 公益財団法人健和会 健和会大手町病院 北九州 

6 社会医療法人北九州病院 北九州総合病院 北九州 

7 独立行政法人国立病院機構 小倉医療センター 北九州 

8 独立行政法人労働者健康安全機構 九州労災病院 北九州 

9 地方独立行政法人北九州市立病院機構 北九州市立八幡病院 北九州 

10 社会医療法人 製鉄記念八幡病院 北九州 

11 社会福祉法人恩賜財団済生会支部 福岡県済生会八幡総合病院 北九州 

12 産業医科大学病院 北九州 

13 独立行政法人地域医療機能推進機構 九州病院 北九州 

14 九州大学病院 福岡・糸島 

15 社会医療法人財団池友会 福岡和白病院 福岡・糸島 

16 公益社団法人福岡医療団 千鳥橋病院 福岡・糸島 

17 地方独立行政法人福岡市立病院機構 福岡市民病院 福岡・糸島 

18 国家公務員共済組合連合会 浜の町病院 福岡・糸島 

19 社会福祉法人恩賜財団済生会支部 福岡県済生会福岡総合病院 福岡・糸島 

20 独立行政法人国立病院機構 九州医療センター 福岡・糸島 

21 公立学校共済組合 九州中央病院 福岡・糸島 

22 福岡赤十字病院 福岡・糸島 

23 社会医療法人財団白十字会 白十字病院 福岡・糸島 

24 福岡大学病院 福岡・糸島 

25 社会医療法人大成会 福岡記念病院 福岡・糸島 

26 社会医療法人親仁会 米の山病院 有明 

27 地方独立行政法人 大牟田市立病院 有明 
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28 社会医療法人天神会 新古賀病院 久留米 

29 久留米大学医療センター 久留米 

30 久留米大学病院 久留米 

31 社会医療法人雪の聖母会 聖マリア病院 久留米 

32 株式会社麻生 飯塚病院 飯塚 

33 一般社団法人福岡県社会保険医療協会 社会保険田川病院 田川 

34 田川市立病院 田川 

35 公立八女総合病院企業団 公立八女総合病院 八女・筑後 

36 地方独立行政法人 筑後市立病院 八女・筑後 

37 医療法人社団高邦会 高木病院 久留米 

38 社会医療法人財団池友会 新行橋病院 京築 

39 社会福祉法人恩賜財団済生会支部 福岡県済生会二日市病院 筑紫 

40 福岡大学筑紫病院 筑紫 

41 医療法人徳洲会 福岡徳洲会病院 筑紫 

42 独立行政法人国立病院機構 福岡東医療センター 粕屋 

43 医療法人社団水光会 宗像水光会総合病院 宗像 

44 社会医療法人青洲会 福岡青洲会病院 粕屋 

45 社会医療法人財団池友会 福岡新水巻病院 北九州 

 

 

◆臨床研修医の採用状況 〔図表 3-1-13〕            （単位：人） 

       

 

 

 

    出典：九州厚生局調べ（各年 4月 1日現在） 

  

 2016年 2017年 2018年 2019年 

募集定員 450 439 433 441 

採用実績 398 363 380 383 

充足率（％） 88.4 82.7 87.8 86.8 
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◆専門研修プログラム 〔図表 3-1-14〕      （令和元(2019)年 10月現在） 

   基本領域 
採用者数（シーリング数） 2019 年度専門研

修プログラム数 2018年度 2019年度 

内 科 157 (182) 143 (182) 22 

小 児 科 29 (30) 28 (30) 9 

皮 膚 科 11 (16) 16 (16) 4 

精 神 科 25 (28) 28 (28) 8 

外 科 39 (―) 46 (―) 14 

整 形 外 科 41 (46) 45 (46) 5 

産 婦 人 科 26 (―) 23 (―) 5 

眼 科 10 (11) 11 (11) 4 

耳 鼻 咽 喉 科 10 (11) 11 (11) 4 

泌 尿 器 科 15 (12)  9 (12) 4 

脳 神 経 外 科 16 (17) 15 (17) 5 

放 射 線 科 15 (15)  8 (15) 4 

麻 酔 科 24 (34) 31 (34) 9 

病 理  7 (―)  7 (―) 4 

臨 床 検 査  0 (―)  0 (―) 4 

救 急 科 10 (25)  9 (25) 11 

形 成 外 科  3 (10)  7 (10) 4 

リハビリテーション科  4 (10)  1 (10) 4 

総 合 診 療  8 (―)  6 (―) 16 

合計 450 444 140 

出典：医道審議会医師分科会医師専門研修部会（2019年 5月 14日開催）資料、福岡県調査 

 

（２）医師確保の方針 

○ 本県の医師偏在指標は全国の上位 33.3％に属しており、厚生労働省に

よって、医師多数県に設定されていることから、新たな施策による他県か

らの医師確保を実施するのではなく、県内の医療施設に従事する医師の定

着を通じた医師確保に取り組んでいきます。 

 

○ 今後、働き方改革への対応により医師確保が困難となってくることを踏

まえ、地域医療構想との整合を図りつつ、本県に勤務する医師の定着等に

より現在の医師数が維持されるよう、取り組んでいきます。 

 

○ 医師少数区域である京築保健医療圏や医師少数スポットおける医師確
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保を図るとともに、産科及び小児科については、周産期医療及び小児医療

の提供体制を考慮した対策を行います。 

 

 

（３）医師確保の施策 

① 自治医科大学卒業医師の派遣 

医療資源に恵まれないへき地等における医療の確保を図るため、地域の

医師不足の状況を踏まえた上で、自治医科大学卒業医師を派遣します。 

 

② 寄附講座の設置による医師派遣 

地域の医療提供体制の確保を図るため、大学医学部に寄附講座を設置し、

研究プログラムの一環として大学から医師を派遣します。 

 

③ 特定診療科の医師確保 

久留米大学医学部に福岡県特別枠（定員5名）を設けて、産科、小児科、

外科、麻酔科、救命救急及び総合診療等、医師の確保が困難な診療科に将

来従事しようとする医学部生に対し奨学金を貸与し、当該診療科に従事す

る医師の確保に取り組みます。 

 

④ 臨床研修医の確保 

医療法及び医師法の改正に伴い、令和 2（2020）年 4 月から県に権限が

移譲される臨床研修病院の指定や研修医の募集定員の設定等を通じて、臨

床研修の質の向上や医師少数区域における医師の確保を図ります。 

また、医学部生に向けた情報発信の強化を図ることにより、大学病院及

び基幹型臨床研修病院における臨床研修医の確保を支援します。 

 

⑤ 総合診療医の養成 

新専門医制度の開始に伴い、基本領域に追加された総合診療専門医は、

複数の疾病を有する高齢者への対応や、小児科、産科・産婦人科、救急救

命等が不足する地域での初期診療の提供により、地域医療での活躍が期待

されていることから、その養成を支援していきます。 

 

⑥ 産科・小児科の医師確保 

政策医療の観点からも特に必要性が高い周産期医療における産科・小

児科の医師を確保するため、当該診療科の医師の処遇改善に取り組む医

療機関を支援します。 
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また、産科医、小児科医が相対的に少ない地域等での医師確保に取り

組みます。 

 

⑦ キャリア形成プログラムの策定 

特定の診療科、医師少数区域、医師少数スポット等での診療義務を果た

す地域枠や自治医科大学卒業医師に対して、キャリア形成上の不安を解消

するとともに義務明け後の地域定着を図るため、医師本人の希望に応じた

能力開発・向上の機会確保のための就業に係るプログラムを策定します。 

 

⑧ 女性医師の支援・確保 

女性医師の離職防止や復職を支援するため、女性医師が出産・育児と

仕事を両立しやすいよう職場環境の整備を行う医療機関に対して支援す

るとともに、県医師会や大学病院等の関係機関と連携して女性医師のキ

ャリア形成支援に取り組みます。 

 

⑨ 医療勤務環境の改善 

医師の離職防止や医療安全確保を図るため、県庁内に設置した「福岡県

医療勤務環境改善支援センター」において、医療機関に対する勤務環境改

善のための支援に取り組みます。 

また、令和6(2024)年４月１日から適用される医師の時間外労働時間の上

限規制に対応するため、県医師会、福岡労働局と連携して、医療機関にお

ける医師の労働時間短縮に向けた取り組みを支援します。 

 

⑩ 医師の働き方改革への対応 

国において、地域医療提供体制の確保の観点からやむを得ず時間外労働

時間の一定水準を超えざるを得ない医療機関を都道府県が指定する枠組み

や、医療機関における医師の長時間労働の実態及び労働時間短縮の取組状

況を客観的に分析・評価する仕組みについて検討が行われていることから、

今後の動向を注視し、適切な対応を行っていきます。 

 

⑪ 医師確保状況等の把握・分析 

医師偏在指標を参考としつつ、国が構築を進めている医師情報（研修先、

勤務先、診療科等）データベースや、大学病院等が実施している県内・県

外への医師派遣を始めとした本県における医師確保の状況について把握・

分析を行い、医師確保対策を検討します。 
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２ 産科 

（１）現状と課題 

産科医師偏在指標 全国順位 標準化産科・産婦人科医師数 

13.5 12 / 47 495人 

 

①医療需要 

○ 産科の医師偏在指標における医療需要は、「分娩件数」を基に算出さ

れています。 

 

○ 本県における 15歳～49歳の女性人口は、平成 30(2018)年 1日 1日現

在で約 1,085 千人、令和 5(2023)年には約 998 千人となり、約 87 千人

（人口比 8.0%）減少すると推計されていますが、全国に比べると若干緩

やかな減少にとどまっています。〔図表 3-1-15〕 

 

○ 15 歳～49 歳の女性人口を年代別に見ると、特に 30 歳～44 歳の減少

が大きくなっています。〔図表 3-1-16〕 

 

 

◆女性（15歳～49歳）人口の推移（福岡県、全国） 〔図表 3-1-15〕 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

   

 

 

 

 

 

 

26,135 千人
23,292 千人
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全国

1,085 千人
998 千人

2018年 2023年推計

福岡県

⇒
－10.9 %

⇒
－8.0 %
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◆福岡県における 15歳～49歳の女性人口（年齢階級別） 〔図表 3-1-16〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

 

○ 厚生労働省による将来推計では、本県における分娩件数は、平成

29(2017)年は 36,611 件ですが、令和 5(2023)年には 33,064 件となり、

3,547件（件数比 9.7%）減少すると推計されていますが、全国に比べる

と若干緩やかな減少にとどまっています。〔図表 3-1-15、3-1-17〕 

 

◆分娩件数の推移（福岡県、全国） 〔図表 3-1-17〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省提供データ 

 

 

○ 平成29(2017)年と令和 5(2023)年推計値での分娩件数の増減を周産期

医療圏別に見ると、粕屋周産期医療圏で 0.1％増加しているほかは、全

ての周産期医療圏で減少しています。また、最も減少率が高い有明周産

期医療圏では▲19.5％となっており、周産期医療圏による差は大きいも

のとなっています。〔図表 3-1-18〕 

 

888,464 件

2017年 2023年推計

全国

36,611 件

2017年 2023年推計

福岡県

⇒
－10.7 %

⇒
－9.7 %

33,064件
793,753件
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◆分娩件数の推移（福岡県、周産期医療圏別）〔図表 3-1-18〕 

 2017年 2023年推計 増減率 

全 国 888,464件 793,753件 ▲10.7％ 

福 岡 県 36,611件 33,064件 ▲ 9.7％ 

福 岡 ・ 糸 島 11,338件 10,549件 ▲ 7.0％ 

粕 屋 1,905件 1,907件 0.1％ 

宗 像 1,489件 1,345件 ▲ 9.7％ 

筑 紫 3,406件 3,210件 ▲ 5.8％ 

朝 倉 404件 325件 ▲19.5％ 

久 留 米 4,918件 4,306件 ▲12.4％ 

八 女 ・ 筑 後 589件 510件 ▲13.4％ 

有 明 1,893件 1,591件 ▲16.0％ 

飯 塚 1,639件 1,418件 ▲13.5％ 

直 方 ・ 鞍 手 358件 319件 ▲10.9％ 

田 川 589件 491件 ▲16.7％ 

北 九 州 6,800件 5,997件 ▲11.8％ 

京 築 1,282件 1,097件 ▲14.4％ 

出典：厚生労働省提供データ 

 

○ 本県における低出生体重児（出生時の体重が 2,500g 未満の児）の出

生割合は、全国平均より高い割合で推移しています。低出生体重児は高

度な医療を必要とする場合が多いことから、対応する産科医の負担は大

きくなっています。〔図表 3-1-19〕 

 

◆低出生体重児の出生割合 〔図表 3-1-19〕 

 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 

全国 9.6％ 9.5％ 9.5％ 9.4％ 9.4％ 

福岡県 10.0％ 9.7％ 9.9％ 9.6％ 9.8％ 

出典：厚生労働省「人口動態調査」 

 

○ 県内には、高度な周産期医療を担う周産期母子医療センターが計 12

か所あります。第１子出生時の母の平均年齢は年々上昇しており、ハイ

リスク分娩を取り扱う周産期母子医療センターの役割は非常に重要と

なっています。〔図表 3-1-20、3-1-21〕 
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◆福岡県の周産期母子医療センター 〔図表 3-1-20〕 （令和元年 6月 1日時点） 

地域 

区分 

総合周産期母子 

医療センター 

地域周産期母子 

医療センター 

病床数 

MFICU NICU GCU 

福岡 
・福岡大学病院 

・九州大学病院 

・独立行政法人国立病院機構九州

医療センター 

・医療法人徳洲会福岡徳洲会病院 

・福岡市立こども病院 

20 84 82 

筑後 
・久留米大学病院 

・聖マリア病院 
 21 45 67 

筑豊 ・飯塚病院  6 9 12 

北九州 
・北九州市立医療センター 

・産業医科大学病院 

・独立行政法人地域医療機能推進

機構九州病院 

・独立行政法人国立病院機構小倉

医療センター 

12 60 67 

計 ７施設 ５施設 59 198 228 

 出典：福岡県医療指導課調べ 

◆第１子出生時の母の平均年齢（全国） 〔図表 3-1-21〕 

2005年 2008年 2011年 2014年 2017年 

29.1歳 29.5歳 30.1歳 30.6歳 30.7歳 

出典：厚生労働省「人口動態統計」 

 

 

②医師供給 

○ 本県の標準化産科・産婦人科医師数では 495人となっており、実際に

本県の医療施設に従事する医師数 488人を上回っています。 

 

○ 標準化産科・産婦人科医師数は、産科・産婦人科医の性別や年齢階級

による平均労働時間を考慮した医師数ですが、産科・産婦人科医の労働

時間は、医師全体に比べどの年代も労働時間が長くなっています。 

また、労働時間は年齢が若いほど長く、女性より男性の方が長い傾向

となっており、これは本県が労働時間の長い若い男性医師が多いことが

要因と考えられます。〔図表 3-1-22〕 
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○ 今後、医師の働き方改革により、医師の長時間労働短縮の取り組みが

加速すれば、全国に比べ労働時間が長い医師の割合が高い本県への影響

は大きく、医師が不足することが懸念されます。 

 

◆性・年齢階級別労働時間比（産科・産婦人科医、全国）〔図表 3-1-22〕 

 20代 30代 40代 50代 60代 
70代

以上 

全年齢

平均 

男性 1.289 1.262 1.182 1.067 0.897 0.653 
1.000 

女性 1.195 0.988 0.870 0.908 0.800 0.648 

出典：厚生労働省提供データ 

 

○ 本県の標準化産科・産婦人科医師数に占める女性の割合は約 30.7％と

なっており、全国平均（35.8％）を下回っていますが、医師全体(18.0%)

に比べると高くなっています。〔図表 3-1-6〕〔図表 3-1-23〕 

 

○ 産科・産婦人科は女性医師が多い診療科となっていることから、出産

や育児等のライフイベントの影響を受けやすい女性医師の就業継続や

復職支援を図るとともに、男女ともに仕事と生活が両立できる勤務環境

を整備する必要があります。 

 

◆標準化産科・産婦人科医師数（福岡県、全国）〔図表 3-1-23〕 

 福岡県 全国 

標準化産科・産

婦人科医師数 

参考（医療施設

従事医師数） 

標準化産科・産

婦人科医師数 

参考（医療施設

従事医師数） 

男性 343 (69.3%) 338 (69.3%) 7,291 (64.2%) 7,291 (64.2%) 

女性 152 (30.7%) 150 (30.7%) 4,058 (35.8%) 4,058 (35.8%) 

合計 495 488 11,349 11,349 

出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」、厚生労働省提供データ 

 

 

（２）医師確保の方針 

○ 本県の医師偏在指標（産科）は 13.5で、全国 12位となっており、下位

33.3%に属していませんが、その労働環境に鑑みれば産科医の確保が必要

と考えます。 

 

○ 今後、働き方改革への対応により医師確保が困難となってくることを踏
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まえ、地域医療構想との整合を図りつつ、本県に勤務する医師の定着等に

より現在の医師数が維持されるよう、取り組んでいきます。 

 

○ 周産期医療圏ごとの通常分娩を取り扱う体制の維持に努めつつ、県内 4

地域（福岡、筑後、筑豊、北九州）における周産期母子医療センターの医

師確保を図っていきます。 

 

 

（３）医師確保の施策 

① 特定診療科の医師確保 

久留米大学医学部に福岡県特別枠（定員5名）を設けて、産科、小児科、

外科、麻酔科、救命救急等、医師の確保が困難な診療科に将来従事しよう

とする医学部生に対し奨学金を貸与し、当該診療科に従事する医師の確保

に取り組みます。 

 

② 産科の医師確保 

    政策医療の観点からも特に必要性が高い周産期医療における産科の医

師を確保するため、当該診療科の医師の処遇改善に取り組む医療機関を

支援します。 

    また、産科医が相対的に少ない地域等での医師確保に取り組みます。 

 

③ キャリア形成プログラムの策定 

特定の診療科、医師少数区域、医師少数スポット等での診療義務を果た

す地域枠や自治医科大学卒業医師に対して、キャリア形成上の不安を解消

するとともに義務明け後の地域定着を図るため、医師本人の希望に応じた

能力開発・向上の機会確保のための就業に係るプログラムを策定します。 

 

④ 女性医師の支援・確保 

女性医師の離職防止や復職を支援するため、女性医師が出産・育児と仕

事を両立しやすいよう職場環境の整備を行う医療機関に対して支援する

とともに、県医師会や大学病院等の関係機関と連携して女性医師のキャリ

ア形成支援に取り組みます。 

 

⑤ 医療勤務環境の改善 

医師の離職防止や医療安全確保を図るため、県庁内に設置した「福岡県

医療勤務環境改善支援センター」において、医療機関に対する勤務環境改
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善のための支援に取り組みます。 

また、令和6(2024)年4月1日から適用される医師の時間外労働時間の上限

規制に対応するため、県医師会、福岡労働局と連携して、医療機関におけ

る医師の労働時間短縮に向けた取り組みを支援します。 

 

⑥ 医師の働き方改革への対応 

国において、地域医療提供体制の確保の観点からやむを得ず時間外労働

時間の一定水準を超えざるを得ない医療機関を都道府県が指定する枠組み

や、医療機関における医師の長時間労働の実態及び労働時間短縮の取組状

況を客観的に分析・評価する仕組みについて検討が行われていることから、

今後の動向を注視し、適切な対応を行っていきます。 
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３ 小児科 

（１）現状と課題 

小児科医師偏在指標 全国順位 標準化小児科医師数 

115.4 18 / 47 823人 

 

①医療需要 

○ 小児科の医師偏在指標における医療需要は、「小児（0 歳～14 歳）人

口」、「受療率」及び「患者の流出入」を基に算出されています。 

 

○ 本県における小児人口は、平成 30(2018)年 1 月 1 日現在で約 693 千

人、令和 5(2023)年には約 651 千人となり、約 42 千人（人口比 6.0%）

減少すると推計されていますが、全国に比べると若干緩やかな減少にと

どまっています。〔図表 3-1-24〕 

 

○ 小児人口を年齢階級別に見ると、0 歳～4 歳で最も減少しており、一

層少子化が進むことが見込まれています。〔図表 3-1-25〕 

 

 

◆小児（0歳～14歳）人口の推移（福岡県、全国） 〔図表 3-1-24〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

   

 

 

男性 355 千人 （51.3%） 333 千人 （51.2%） 男性 8,176 千人 （51.3%） 7,412 千人 （51.2%）

女性 338 千人 （48.7%） 318 千人 （48.8%） 女性 7,775 千人 （48.7%） 7,062 千人 （48.8%）

合計 693 千人 651 千人 合計 15,951 千人 14,474 千人

2018 2023推計2018 2023推計

15,951 千人
14,474 千人

2018年 2023年推計

全国

693 千人
651 千人

2018年 2023年推計

福岡県

⇒
－9.3 %

⇒
－6.0 %
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◆福岡県における小児（0歳～14歳）人口（年齢階級別）〔図表 3-1-25〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

○ 平成30(2018)年と令和 5(2023)年推計値での小児人口の増減を小児医

療圏別に見ると、宗像小児医療圏で 0.6%増加しているほかは全ての小児

医療圏で減少しています。また、最も減少率が高い有明小児医療圏では

▲13.7％となっており、小児医療圏間による差は大きいものとなってい

ます。〔図表 3-1-26〕 

 

◆小児（0歳～14歳）人口の推移（福岡県、小児医療圏別）〔図表 3-1-26〕 

 2018年 2023年推計 増減率 

全 国 15,951,158人 14,473,629人 ▲ 9.3％ 

福 岡 県 692,715人 651,441人 ▲ 6.0％ 

福岡・糸島 222,304人 216,679人 ▲ 2.5％ 

粕 屋 48,054人 47,629人 ▲ 0.9％ 

宗 像 23,334人 23,469人 0.6％ 

筑 紫 67,724人 65,067人 ▲ 3.9％ 

朝 倉 10,815人 9,456人 ▲12.6％ 

久 留 米 63,219人 58,230人 ▲ 7.9％ 

八女・筑後 17,509人 16,039人 ▲ 8.4％ 

有 明 25,455人 21,964人 ▲13.7％ 

飯 塚 23,136人 20,622人 ▲10.9％ 

直方・鞍手 13,422人 12,432人 ▲ 7.4％ 

田 川 15,986人 13,874人 ▲13.2％ 

北 九 州 137,275人 124,104人 ▲ 9.6％ 

京 築 24,482人 21,875人 ▲10.6％ 

出典：厚生労働省提供データ 
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○ 本県の 0歳～14歳における期待受療率（全国の性・年齢階級別調整受

療率を地域の性・年齢階級別の人口に当てはめて算出した率）は、全国

の期待受療率を 1とすると 1.029で若干高くなっています。 

 

○ 本県の小児患者の流出入数において、外来医療については県外との流

出入や県内の小児医療圏間の流出入はほぼないことから、県内、小児医

療圏内で完結していると考えられます。 

一方、入院医療については、約 100人/日の患者が他県から本県に流入

している状況であり、これは 4つの大学病院や小児に特化した高度な医

療を提供する病院があることが要因と考えられます。〔図表 3-1-27〕 

 

◆小児人口における外来医療及び入院医療における患者流出入数 〔図表

3-1-27〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

患者総数
患者流
出入数

患者流出入
調整係数

患者総数
患者流
出入数

患者流出入
調整係数

県全体 23.4 0.0 1.001 1.2 0.1 1.064

福岡・糸島 7.5 0.0 0.997 0.4 0.1 1.300

粕屋 1.4 0.0 1.000 0.1 0.0 0.695

宗像 0.8 0.0 1.001 0.0 0.0 0.168

筑紫 2.2 0.1 1.038 0.1 0.0 1.045

朝倉 0.4 -0.1 0.818 0.0 0.0 0.060

久留米 2.3 0.1 1.061 0.1 0.1 1.900

八女・筑後 0.7 0.0 0.949 0.0 0.0 0.311

有明 1.1 0.0 1.033 0.1 0.0 0.665

飯塚 0.8 0.0 1.013 0.0 0.0 1.014

直方・鞍手 0.4 -0.1 0.830 0.0 0.0 0.029

田川 0.6 -0.1 0.876 0.0 0.0 0.281

北九州 4.5 0.1 1.027 0.3 0.1 1.187

京築 0.8 -0.1 0.895 0.0 0.0 0.038

外来医療（無床診療所） 入院医療（病院）
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○ 福岡県内における平成 29(2017)年の救急搬送人員 234,121 人のうち、

年少者（18 歳未満）の救急搬送人口は 19,621 人で全体の 8.4％を占め

ています。 

 

○ 本県の小児人口は、平成25(2013)年から平成 29(2017)年にかけて年々

減少していますが、年少者（18歳未満）の救急搬送人員数は平成 25(2013)

年から平成 29(2017)年にかけて、年々増加しています。〔図表 3-1-28〕 

 

◆福岡県における小児人口と救急搬送人員 〔図表 3-1-28〕 

（単位：人） 

 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 

小児人口（15歳未満） 699,880 698,649 696,939 694,767 692,700 

救急搬送人員 

（年少者（18歳未満）） 
17,981 18,307 18,639 19,337 19,621 

出典：総務省消防庁「救急・救助の現況」、総務省「住民基本台帳人口」 

 

○ 小児における休日・夜間の初期救急医療は全ての小児医療圏で対応

がなされていますが、地域によっては小児科医以外の医師の協力体制

により確保している地域もあるなど、小児科医の確保が課題となって

います。〔図表 3-1-29〕 
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◆福岡県の小児救急医療体制 〔図表 3-1-29〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成３０年１１月現在）

日中

平日 土曜 日祝 平日 土曜 日祝 日祝

（再揚）
小児救急
医療支援
事業

福岡
糸島

● ● ● ● ● ● ● ４病院

九州大学病院
国立病院機構福岡病院
福岡市立こども病院
福岡大学病院

粕屋 ●

宗像 ● ● ● ● ● ● ●

筑紫 ☐ ☐ ☐ ☐ ２病院
福岡徳州会病院
福岡大学筑紫病院

(２病院)

☐：小児救急医療支援事業（平成16年10月1日
～）開業小児科医が福岡徳洲会病院、福岡大学
筑紫病院に出務し、病院小児科医と連携し24時
間体制を確保する。

朝倉 ● ● ● ●

久留米 ☐ ☐ ☐ ○ ３病院
久留米大学病院
聖マリア病院
高木病院

(１病院)

☐：小児救急医療支援事業（平成18年4月1日
～）地域の開業小児科医や病院の小児科勤務医
が聖マリア病院に出務し、当該病院の小児科当
直医と連携して24時間体制を確保する。

八女
筑後

△ △
△：公立八女総合病院、筑後市立病院で対応
（開業小児科医が平日準夜帯に出務）。

有明 ○ ○ ○ ○

大牟田地域では,開業小児科医による平日準夜
及び休日の在宅当番(市町村単独）を実施する
とともに、22時以降は、大牟田天領病院、米の
山病院、杉循環器科内科病院、南大牟田病院、
ヨコクラ病院で対応（主に内科医が診療）。

飯塚 ● ● ● △ △ △ ○ １病院 飯塚病院

△：飯塚病院で対応
筑豊地域の開業小児科医が、週２回程度、平日
準夜帯に飯塚病院に出務し、診療を行う。（平
成18年11月1日～）

直方
鞍手

● ● ●
直鞍地区休日等急患センターは、第２・第４日
曜のみ日中診療あり

田川 △ ● ● ● △：田川市立病院で対応

北九州 ● ● ● △ △ △ ● ５病院

JCHO九州病院
北九州市立八幡病院
北九州総合病院
国立病院機構小倉医療センター
北九州市立医療センター

△：北九州市立八幡病院で対応

京築 ● ● ● ● ●

２医療圏

３病院

●　休日夜間急患センター　　○　在宅当番医制　　☐　小児救急医療支援事業　　△　その他

福 岡 県 の 小 児 救 急 医 療 体 制

生
活
圏

二次
医療圏

初期救急医療体制 二次救急医療体制
三次救急
医療体制 小児救急

医療電話
相談事業
(平成16
年10月30
日～）

備　　考
準夜帯 深夜帯 ２４時間３６５日

救命救急
センター

小児救命
救急セン
ター当直体制

１回線

粕屋北部及び宗像地域では、開業小児科医と急
患センター、休日診療所において24時間体制で
一次救急を担っており、平日夜間及び休日日中
に入院を要する患者を受け入れた場合は、それ
ぞれ福岡市立こども病院及び北九州市立八幡病
院が患者を受け入れる体制をとっており、圏域
を越えた機能分担により連携して対応してい
る。

筑
後

２病院 １回線

福
岡

５病院

１
病
院

（

九
州
大
学
病
院
）

筑
豊

１病院 １回線

北
九
州

２病院 １回線

４
地
域

13
医
療
圏

10医療圏 ４医療圏

12
医
療
圏

５医療圏

10病院 １病院 ４回線

１５病院

輪

番
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②医師供給 

○ 本県の標準化小児科医師数は 823人となっており、実際に本県の医療

施設に従事する医師数 813人を上回っています。 

 

○ 標準化小児科医師数は、小児科医の性別や年齢階級による平均労働時

間を考慮した医師数ですが、小児科医の労働時間は、医師全体に比べど

の年代も労働時間が長くなっています。 

また、労働時間は年齢が若いほど長く、女性より男性の方が長い傾向

となっていることから、本県は、労働時間が長い若い男性医師が多いこ

とが要因と考えられます。〔図表 3-1-30〕 

 

○ 今後、医師の働き方改革により、医師の長時間労働短縮の取り組みが

加速すれば、全国に比べ労働時間が長い医師の割合が高い本県への影響

は大きく、医師が不足することが懸念されます。 

 

◆性・年齢階級別労働時間比（小児科医、全国）〔図表 3-1-30〕 

出典：厚生労働省提供データ 

 

○ 本県の標準化小児科医師数に占める女性の割合は約 29.5％となって

おり、全国平均（30.8％）を下回っていますが、医師全体（18.0％）に

比べると、高くなっています。〔図表 3-1-6〕〔図表 3-1-31〕 

 

○ 小児科は女性医師が多い診療科となっていることから、出産や育児等

のライフイベントの影響を受けやすい女性医師の就業継続や復職支援

を図るとともに、男女ともに仕事と生活が両立できる勤務環境を整備す

る必要があります。 

 

 

 

 

 

 20代 30代 40代 50代 60代 
70代

以上 

全年齢

平均 

男性 1.274 1.247 1.168 1.054 0.886 0.651 
1.000 

女性 1.181 0.976 0.860 0.897 0.790 0.641 
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◆標準化小児科医師数（福岡県、全国） 〔図表 3-1-31〕 

 福岡県 全国 

標準化小児科

医師数 

参考（医療施設

従事医師数） 

標準化小児科 

医師数 

参考（医療施設

従事医師数） 

男性 580 (70.5%) 544 (66.9%) 11,716 (69.2%) 11,126 (65.7%) 

女性 243 (29.5%) 269 (33.1%)  5,221 (30.8%)  5,811 (34.3%) 

合計 823 813 16,937 16,937 

出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」、厚生労働省提供データ 

 

（２）医師確保の方針 

○ 本県の医師偏在指標（小児科）は 115.4 で、全国 18位となっており、

下位 33.3％に属していませんが、その労働環境に鑑みれば小児科医の確

保が必要と考えます。 

 

○ 今後、働き方改革への対応により医師確保が困難となってくることを踏

まえ、地域医療構想との整合を図りつつ、本県に勤務する医師の定着等に

より現在の医師数が維持されるよう、取り組んでいきます。 

 

○ 小児科においては、小児医療圏ごとに医師の確保を図りつつ、県内 4地

域（福岡、筑後、筑豊、北九州）における医療提供体制の整備を図ってい

きます。 

 

 

（３）医師確保の施策 

① 特定診療科の医師確保 

久留米大学医学部に福岡県特別枠（定員5名）を設けて、産科、小児科、

外科、麻酔科、救命救急等、医師の確保が困難な診療科に将来従事しよう

とする医学部生に対し奨学金を貸与し、当該診療科に従事する医師の確保

に取り組みます。 

 

② 小児科の医師確保 

政策医療の観点からも特に必要性が高い周産期医療における小児科の

医師を確保するため、当該診療科の医師の処遇改善に取り組む医療機関

を支援します。 

また、小児科医が相対的に少ない地域等での医師確保に取り組みま

す。 
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③ キャリア形成プログラムの策定 

特定の診療科、医師少数区域、医師少数スポット等での診療義務を果た

す地域枠や自治医科大学卒業医師に対して、キャリア形成上の不安を解消

するとともに義務明け後の地域定着を図るため、医師本人の希望に応じた

能力開発・向上の機会確保のための就業に係るプログラムを策定します。 

 

④ 女性医師の支援・確保 

女性医師の離職防止や復職を支援するため、女性医師が出産・育児と仕   

事を両立しやすいよう職場環境の整備を行う医療機関に対して支援する

とともに、県医師会や大学病院等の関係機関と連携して女性医師のキャリ

ア形成支援に取り組みます。 

 

⑤ 医療勤務環境の改善 

医師の離職防止や医療安全確保を図るため、県庁内に設置した「福岡県

医療勤務環境改善支援センター」において、医療機関に対する勤務環境改

善のための支援に取り組みます。 

また、令和 6(2024)年 4 月 1 日から適用される医師の時間外労働時間の

上限規制に対応するため、県医師会、福岡労働局と連携して、医療機関に

おける医師の労働時間短縮に向けた取り組みを支援します。 

 

⑥ 医師の働き方改革への対応 

国において、地域医療提供体制の確保の観点からやむを得ず時間外労働

時間の一定水準を超えざるを得ない医療機関を都道府県が指定する枠組み

や、医療機関における医師の長時間労働の実態及び労働時間短縮の取組状

況を客観的に分析・評価する仕組みについて検討が行われていることから、

今後の動向を注視し、適切な対応を行っていきます。 
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第２節 二次保健医療圏（周産期医療圏、小児医療圏） 

１ 医師全体 

（１）福岡・糸島保健医療圏 

①現状と課題 

医師偏在指標 県内順位 全国順位 標準化医師数 参考値（※） 

387.9 2／13 5／335 5,970人 (2,640人) 

※本医療圏が医師少数区域にならないために最低限必要な医師数 

 

ア 医療需要 

○ 本医療圏の人口は平成 30(2018)年 1 月 1 日現在で約 1,629.8 千人

ですが、令和 5(2023)年には約 1,721.8千人となり、約 91.0千人（人

口比 5.6%）増加すると推計されています。〔図表 3-2-1〕 

 

○ 男女別で見ると、平成 30(2018)年では男性が 47.5％、女性が 52.5％

となっており、全国の男女比と比べてやや女性の割合が高くなってい

ます。また、令和 5(2023)年には女性比率が 0.5 ポイント上昇し、現

在よりもさらに女性の割合が高くなると推計されています。〔図表 3-

2-1〕 

 

○ 年代別に見ると、65歳以上の割合は、21.6％（平成 30(2018)年）か

ら 24.1％（令和 5(2023)年推計）となり、高齢化が一層進むことが見

込まれています。〔図表 3-2-2〕 

 

◆人口の推移（福岡・糸島保健医療圏） 〔図表 3-2-1〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

（単位：人）

男性 773,723 （47.5%） 808,848 （47.0%）

女性 856,067 （52.5%） 911,922 （53.0%）

合計 1,629,790 1,720,770

2018 2023推計

1,629,790 人 1,720,770 人

2018年 2023年推計

福岡・糸島

⇒
＋5.6 %
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◆福岡・糸島保健医療圏の年齢階級別人口（平成 30(2018)年、令和 5(2023)年推計） 

〔図表 3-2-2〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

○ 全国の受療率を本医療圏の性・年齢等の人口構成に当てはめた場合、

全国の性・年齢階級別調整受療率を 1とすると本医療圏は 0.948で若

干低くなっています。 

 

○ 入院患者の流出入の状況をみると、本医療圏の患者は他医療圏の医

療機関に約 1,900 人/日が入院しているのに対し、他医療圏の患者は

本医療圏の医療機関に約 3,600 人/日が入院しており、本医療圏への

流入が上回っています。〔図表 3-2-3〕 

これは、本医療圏には 2 つの大学病院、子どもやがんなどに特化し

た高度な医療を提供する病院が数多くあることが要因として考えられ

ます。 

また、外来（無床診療所）患者の流出入の状況については、入院と

同様に約 3,800 人/日の患者が本医療圏へ流入していることになりま

す。〔図表 3-2-4〕 

    

 

 

 

 

 

医療圏のデータに差し替え 
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◆入院患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-3〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

 

 

◆外来患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-4〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

 

 

 

○ 今後、人口は一定の増加傾向が見られることに加え、受療率の高

い高齢者が増えることや、他医療圏からの患者流入が生じている状

況を踏まえると、本医療圏の医療需要が増加することが想定される

ため、今後も継続的な医師の確保が必要となります。 

 

イ 医師供給 

○ 本医療圏の標準化医師数は 5,970人となっており、実際に医療施設

に従事する医師数の 5,835人を上回っています。〔図表 3-2-5〕 

年代別に見ると 30代以下が最も多く、若い医師の比率が高い医療圏

となっています。 

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

筑紫 1.5 筑紫 0.8

粕屋 1.0 粕屋 0.7
宗像 0.2 宗像 0.1

北九州 0.2 久留米 0.1
久留米 0.1 北九州 0.1
飯塚 0.1 （県外） 0.1
田川 0.1

（県外） 0.4
計 3.6 計 1.9

流出入 1日あたり 1.7千人の流入過多

流入 流出

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

筑紫 1.9 粕屋 1.2

粕屋 1.4 筑紫 0.8
宗像 0.3 久留米 0.1

久留米 0.2 北九州 0.1
北九州 0.2 （県外） 0.5
朝倉 0.1
有明 0.1
飯塚 0.1

直方・鞍手 0.1
（県外） 2.1

計 6.5 計 2.7

流入 流出

流出入 1日あたり 3.8千人の流入過多
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○ 今後、医師の働き方改革により、医師の長時間労働短縮の取り組み

が加速すれば、労働時間が長い若い医師の割合が高い本医療圏への影

響は大きく、医師が不足することが懸念されます。 

 

◆医師数の状況（福岡・糸島保健医療圏） 〔図表 3-2-5〕 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」、厚生労働省提供データ 

 

②医師確保の方針 

○ 本医療圏は医師多数区域であることから、新たな施策による他医療圏

からの医師確保を実施するのではなく、本医療圏内にて医療施設に従事

する医師の定着を通じた医師確保に取り組んでいきます。 

 

○ 今後、働き方改革への対応により医師確保が困難となってくることを

踏まえ、地域医療構想との整合を図りつつ、本県に勤務する医師の定着

等により現在の医師数が維持されるよう、取り組んでいきます。 

 

○ 本医療圏内にある医師少数スポット（玄界島）における医師確保を図

っていきます。 

 

 

③医師確保の施策 

ア 自治医科大学卒業医師の派遣 

医療資源に恵まれないへき地等における医療の確保を図るため、地域

の医師不足の状況を踏まえた上で、自治医科大学卒業医師を派遣します。 

 

イ 臨床研修医の確保 

医療法及び医師法の改正に伴い、令和 2（2020）年 4 月から県に権限

が移譲される臨床研修病院の指定や研修医の募集定員の設定等を通じ

て、臨床研修の質の向上や医師少数区域における医師の確保を図ります。 

また、医学部生に向けた情報発信の強化を図ることにより、大学病院

男性 4,755 （79.6%） 4,519 （77.4%）

女性 1,215 （20.4%） 1,316 （22.6%）

合計 5,970 5,835

参考（医療施設従事者数）標準化医師数

福岡・糸島

41%

24%

19%

12%

4%
30代以下

40代

50代

60代

70代以上
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及び基幹型臨床研修病院における臨床研修医の確保を支援します。 

 

ウ 総合診療医の養成 

新専門医制度の開始に伴い、基本領域に追加された総合診療専門医は、

複数の疾病を有する高齢者への対応や、小児科、産科・産婦人科、救急救

命等が不足する地域での初期診療の提供により、地域医療での活躍が期

待されていることから、その養成を支援していきます。 

 

エ キャリア形成プログラムの策定 

特定の診療科、医師少数区域、医師少数スポット等での診療義務を果

たす地域枠や自治医科大学卒業医師に対して、キャリア形成上の不安を

解消するとともに義務明け後の地域定着を図るため、医師本人の希望に

応じた能力開発・向上の機会確保のための就業に係るプログラムを策定

します。 

 

オ 女性医師の支援・確保 

女性医師の離職防止や復職を支援するため、女性医師が出産・育児と

仕事を両立しやすいよう職場環境の整備を行う医療機関に対して支援

するとともに、県医師会や大学病院等の関係機関と連携して女性医師の

キャリア形成支援に取り組みます。 

 

カ 医療勤務環境の改善 

医師の離職防止や医療安全確保を図るため、県庁内に設置した「福岡

県医療勤務環境改善支援センター」において、医療機関に対する勤務環

境改善のための支援に取り組みます。 

また、令和6(2024)年4月1日から適用される医師の時間外労働時間の上

限規制に対応するため、県医師会、福岡労働局と連携して、医療機関に

おける医師の労働時間短縮に向けた取り組みを支援します。 

 

キ 医師の働き方改革への対応 

国において、地域医療提供体制の確保の観点からやむを得ず時間外労

働時間の一定水準を超えざるを得ない医療機関を都道府県が指定する枠

組みや、医療機関における医師の長時間労働の実態及び労働時間短縮の

取組状況を客観的に分析・評価する仕組みについて検討が行われている

ことから、今後の動向を注視し、適切な対応を行っていきます。 
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ク 医師確保状況等の把握・分析 

医師偏在指標を参考としつつ、国が構築を進めている医師情報（研修

先、勤務先、診療科等）データベースや、大学病院等が実施している県

内・県外への医師派遣を始めとした本県における医師確保の状況につい

て把握・分析を行い、医師確保対策を検討します。 
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（２）粕屋保健医療圏 

①現状と課題 

医師偏在指標 県内順位 全国順位 標準化医師数 参考値（※） 

199.4 8／13 110／335 523人 (429人) 

※本医療圏が医師少数区域にならないために最低限必要な医師数 

 

ア 医療需要 

○ 本医療圏の人口は平成 30(2018)年 1 月 1 日現在で約 289.9 千人で

すが、令和 5(2023)年には約 292.0 千人となり、約 2.1 千人（人口比

0.7%）増加すると推計されています。〔図表 3-2-6〕 

 

○ 男女別で見ると、平成 30(2018)年では男性が 48.5％、女性が 51.5％

となっており、全国の男女比と比べてやや女性の割合が高くなってい

ます。また、令和 5(2023)年には女性比率が 0.2 ポイント上昇し、現

在よりもさらに女性の割合が高くなると推計されています。〔図表 3-

2-6〕 

 

○ 年代別に見ると、65歳以上の割合は、22.7％（平成 30(2018)年）か

ら 25.0％（令和 5(2023)年推計）となり、高齢化が一層進むことが見

込まれています。〔図表 3-2-7〕 

 

 

◆人口の推移（粕屋保健医療圏） 〔図表 3-2-6〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

（単位：人）

男性 140,744 （48.5%） 141,025 （48.3%）

女性 149,192 （51.5%） 150,957 （51.7%）

合計 289,936 291,982

2018 2023推計

289,936 人 291,982 人

2018年 2023年推計

粕屋

⇒
＋0.7 %
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◆粕屋保健医療圏の年齢階級別人口（平成 30(2018)年、令和 5(2023)年推計） 

〔図表 3-2-7〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

○ 全国の受療率を本医療圏の性・年齢等の人口構成に当てはめた場合、

全国の性・年齢階級別調整受療率を 1とすると本医療圏は 0.893で若

干低くなっています。 

 

○ 入院患者の流出入の状況をみると、本医療圏の患者は他医療圏の医

療機関に約 1,200 人/日が入院しているのに対し、他医療圏の患者は

本医療圏の医療機関に約 1,400 人/日が入院しており、本医療圏への

流入が上回っています。〔図表 3-2-8〕 

また、外来（無床診療所）患者の流出入の状況については、約 100人

/日の患者が本医療圏から流出していることになります。〔図表 3-2-9〕 

    

◆入院患者の流出入数の状況〔図表 3-2-8〕 

                                      （単位：千人／日） 

 

 

 

 

 

 

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

福岡・糸島 0.7 福岡・糸島 1.0

宗像 0.4 宗像 0.1
筑紫 0.1 筑紫 0.1
飯塚 0.1 （県外） 0.0

北九州 0.1
（県外） 0.0

計 1.4 計 1.2

流入 流出

流出入 1日あたり 0.2千人の流入過多
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◆外来患者の流出入数の状況〔図表 3-2-9〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

○ 今後、人口は一定の増加傾向が見られることに加え、受療率の高

い高齢者が増えることや、他医療圏からの患者流入が生じている状

況を踏まえると、本医療圏の医療需要が増加するとが想定されるた

め、今後も継続的な医師の確保が必要となります。 

 

イ 医師供給 

○ 本医療圏の標準化医師数は 523人となっており、実際に医療施設に

従事する医師数の 537人を下回っています。 

年代別に見ると 50 代以上が半分を超え、60 代以上も 26％を占める

など、高齢の医師の比率が高い医療圏となっています。〔図表 3-2-10〕 

 

○ 今後、医師の高齢化による医師数の減少や、医師の働き方改革によ

り、医師の長時間労働短縮の取り組みが加速すれば、さらに医師が不

足することが懸念されます。 

 

◆医師数の状況（粕屋保健医療圏） 〔図表 3-2-10〕 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」、厚生労働省提供データ 

 

 

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

福岡・糸島 1.2 福岡・糸島 1.4

宗像 0.3 宗像 0.2
筑紫 0.1 筑紫 0.1

（県外） 0.1 （県外） 0.1
計 1.7 計 1.8

流出入 1日あたり 0.1千人の流出過多

流入 流出

男性 443 （84.7%） 445 （82.9%）

女性 80 （15.3%） 92 （17.1%）

合計 523 537

標準化医師数 参考（医療施設従事者数）

粕屋

21%

25%
28%

19%

7%
30代以下

40代

50代

60代

70代以上
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②医師確保の方針 

○ 本医療圏は医師多数区域であることから、新たな施策による他医療圏 

からの医師確保を実施するのではなく、本医療圏内にて医療施設に従事

する医師の定着を通じた医師確保に取り組んでいきます。 

 

○ 今後、働き方改革への対応により医師確保が困難となってくることを

踏まえ、地域医療構想との整合を図りつつ、本県に勤務する医師の定着

等により現在の医師数が維持されるよう、取り組んでいきます。 

 

○ 本医療圏内にある医師少数スポット（相島）における医師確保を図っ

ていきます。 

 

 

③医師確保の施策 

ア 自治医科大学卒業医師の派遣 

医療資源に恵まれないへき地等における医療の確保を図るため、地域

の医師不足の状況を踏まえた上で、自治医科大学卒業医師を派遣します。 

 

イ 臨床研修医の確保 

医療法及び医師法の改正に伴い、令和 2（2020）年 4 月から県に権限

が移譲される臨床研修病院の指定や研修医の募集定員の設定を通じて、

臨床研修の質の向上や医師少数区域における医師の確保を図ります。 

また、医学部生に向けた情報発信の強化を図ることにより、大学病院

及び基幹型臨床研修病院における臨床研修医の確保を支援します。 

 

ウ 総合診療医の養成 

新専門医制度の開始に伴い、基本領域に追加された総合診療専門医は、

複数の疾病を有する高齢者への対応や、小児科、産科・産婦人科、救急救

命等が不足する地域での初期診療の提供により、地域医療での活躍が期

待されていることから、その養成を支援していきます。 

 

エ キャリア形成プログラムの策定 

特定の診療科、医師少数区域、医師少数スポット等での診療義務を果

たす地域枠や自治医科大学卒業医師に対して、キャリア形成上の不安を

解消するとともに義務明け後の地域定着を図るため、医師本人の希望に

応じた能力開発・向上の機会確保のための就業に係るプログラムを策定
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します。 

 

オ 女性医師の支援・確保 

女性医師の離職防止や復職を支援するため、女性医師が出産・育児と

仕事を両立しやすいよう職場環境の整備を行う医療機関に対して支援

するとともに、県医師会や大学病院等の関係機関と連携して女性医師の

キャリア形成支援に取り組みます。 

 

カ 医療勤務環境の改善 

医師の離職防止や医療安全確保を図るため、県庁内に設置した「福岡

県医療勤務環境改善支援センター」において、医療機関に対する勤務環

境改善のための支援に取り組みます。 

また、令和6(2024)年4月1日から適用される医師の時間外労働時間の上

限規制に対応するため、県医師会、福岡労働局と連携して、医療機関に

おける医師の労働時間短縮に向けた取り組みを支援します。 

 

キ 医師の働き方改革への対応 

国において、地域医療提供体制の確保の観点からやむを得ず時間外労

働時間の一定水準を超えざるを得ない医療機関を都道府県が指定する

枠組みや、医療機関における医師の長時間労働の実態及び労働時間短縮

の取組状況を客観的に分析・評価する仕組みについて検討が行われてい

ることから、今後の動向を注視し、適切な対応を行っていきます。 

 

ク 医師確保状況等の把握・分析 

医師偏在指標を参考としつつ、国が構築を進めている医師情報（研修

先、勤務先、診療科等）データベースや、大学病院等が実施している県

内・県外への医師派遣を始めとした本県における医師確保の状況につい

て把握・分析を行い、医師確保対策を検討します。 
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（３）宗像保健医療圏 

①現状と課題 

医師偏在指標 県内順位 全国順位 標準化医師数 参考値（※） 

172.8 11／13 182／335 248人 (229人) 

※本医療圏が医師少数区域にならないために最低限必要な医師数 

 

ア 医療需要 

○ 本医療圏の人口は平成 30(2018)年 1 月 1 日現在で約 160.4 千人で

すが、令和 5(2023)年には約 160.6 千人となり、約 0.2 千人（人口比

0.1%）増加すると推計されています。〔図表 3-2-11〕 

 

○ 男女別で見ると、平成 30(2018)年では男性が 47.4％、女性が 52.6％

となっており、全国の男女比と比べてやや女性の割合が高くなってい

ます。また、令和 5(2023)年も現在と同じ男女比率になると推計され

ています。〔図表 3-2-11〕 

 

○ 年代別に見ると、65歳以上の割合は、28.0％（平成 30(2018)年）か

ら 30.5％（令和 5(2023)年推計）となり、高齢化が一層進むことが見

込まれています。〔図表 3-2-12〕 

 

 

◆人口の推移（宗像保健医療圏） 〔図表 3-2-11〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

 

（単位：人）

男性 76,061 （47.4%） 76,181 （47.4%）

女性 84,335 （52.6%） 84,447 （52.6%）

合計 160,396 160,628

2018 2023推計

160,396 人 160,628 人

2018年 2023年推計

宗像

⇒
+0.1%
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◆宗像保健医療圏の年齢階級別人口（平成 30(2018)年、令和 5(2023)年推計） 

〔図表 3-2-12〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

○ 全国の受療率を本医療圏の性・年齢等の人口構成に当てはめた場合、

全国の性・年齢階級別調整受療率を 1とすると本医療圏は 0.980で若

干低くなっています。 

 

○ 入院患者の流出入の状況をみると、本医療圏の患者は他医療圏の医

療機関に約 700 人/日が入院しているのに対し、他医療圏の患者は本

医療圏の医療機関に約 400 人/日が入院しており、本医療圏からの流

出が上回っています。〔図表 3-2-13〕 

また、外来（無床診療所）患者の流出入の状況については、入院と

同様に約 300 人/日の患者が本医療圏から流出していることになりま

す。〔図表 3-2-14〕 

◆入院患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-13〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

 

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

北九州 0.2 粕屋 0.4

福岡・糸島 0.1 福岡・糸島 0.2
粕屋 0.1 北九州 0.1

（県外） 0.0 （県外） 0.0
計 0.4 計 0.7

流入 流出

流出入 1日あたり 0.3千人の流出過多
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◆外来患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-14〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

○ 今後、人口は一定の増加傾向が見られる上、受療率の高い高齢者

が増えることを踏まえると、本医療圏の医療需要が大幅に減少する

ことはないため、今後も継続的な医師の確保が必要となります。 

 

イ 医師供給 

○ 本医療圏の標準化医師数は 248人となっており、実際に医療施設に

従事する医師数の 257人を下回っています。 

年代別に見ると 50 代以上が半分を超え、60 代以上も 22％を占める

など、高齢の医師の比率が比較的高い医療圏となっています。〔図表 3-

2-15〕 

 

○ 今後、医師の高齢化による医師数の減少や、医師の働き方改革によ

り、医師の長時間労働短縮の取り組みが加速すれば、さらに医師が不

足することが懸念されます。 

 

◆医師数の状況（宗像保健医療圏） 〔図表 3-2-15〕 

 
出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」、厚生労働省提供データ 

 

男性 211 （85.1%） 214 （83.3%）

女性 37 （14.9%） 43 （16.7%）

合計 248 257

参考（医療施設従事者数）

宗像

標準化医師数 19%

26%
33%

13%

9%
30代以下

40代

50代

60代

70代以上

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

粕屋 0.2 福岡・糸島 0.3

直方・鞍手 0.1 粕屋 0.3
北九州 0.1 北九州 0.1

計 0.4 計 0.7

流出入 1日あたり 0.3千人の流出過多

流入 流出
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②医師確保の方針 

○ 今後、働き方改革への対応により医師確保が困難となってくることを踏

まえ、地域医療構想との整合を図りつつ、本県に勤務する医師の定着等に

より現在の医師数が維持されるよう、取り組んでいきます。 

 

○ 本医療圏内にある医師少数スポット（大島）における医師確保を図って

いきます。 

 

 

③医師確保の施策 

ア 自治医科大学卒業医師の派遣 

医療資源に恵まれないへき地等における医療の確保を図るため、地域の

医師不足の状況を踏まえた上で、自治医科大学卒業医師を派遣します。 

 

イ 臨床研修医の確保 

医療法及び医師法の改正に伴い、令和 2（2020）年 4 月から県に権限が

移譲される臨床研修病院の指定や研修医の募集定員の設定等を通じて、臨

床研修の質の向上や医師少数区域における医師の確保を図ります。 

また、医学部生に向けた情報発信の強化を図ることにより、大学病院及

び基幹型臨床研修病院における臨床研修医の確保を支援します。 

 

ウ 総合診療医の養成 

新専門医制度の開始に伴い、基本領域に追加された総合診療専門医は、

複数の疾病を有する高齢者への対応や、小児科、産科・産婦人科、救急救

命等が不足する地域での初期診療の提供により、地域医療での活躍が期待

されていることから、その養成を支援していきます。 

 

エ キャリア形成プログラムの策定 

特定の診療科、医師少数区域、医師少数スポット等での診療義務を果た

す地域枠や自治医科大学卒業医師に対して、キャリア形成上の不安を解消

するとともに義務明け後の地域定着を図るため、医師本人の希望に応じた

能力開発・向上の機会確保のための就業に係るプログラムを策定します。 

 

オ 女性医師の支援・確保 

女性医師の離職防止や復職を支援するため、女性医師が出産・育児と仕

事を両立しやすいよう職場環境の整備を行う医療機関に対して支援する
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とともに、県医師会や大学病院等の関係機関と連携して女性医師のキャリ

ア形成支援に取り組みます。 

 

カ 医療勤務環境の改善 

医師の離職防止や医療安全確保を図るため、県庁内に設置した「福岡県

医療勤務環境改善支援センター」において、医療機関に対する勤務環境改

善のための支援に取り組みます。 

また、令和6(2024)年4月1日から適用される医師の時間外労働時間の上限

規制に対応するため、県医師会、福岡労働局と連携して、医療機関におけ

る医師の労働時間短縮に向けた取り組みを支援します。 

 

キ 医師の働き方改革への対応 

国において、地域医療提供体制の確保の観点からやむを得ず時間外労働

時間の一定水準を超えざるを得ない医療機関を都道府県が指定する枠組

みや、医療機関における医師の長時間労働の実態及び労働時間短縮の取組

状況を客観的に分析・評価する仕組みについて検討が行われていることか

ら、今後の動向を注視し、適切な対応を行っていきます。 

 

ク 医師確保状況等の把握・分析 

医師偏在指標を参考としつつ、国が構築を進めている医師情報（研修先、

勤務先、診療科等）データベースや、大学病院等が実施している県内・県

外への医師派遣を始めとした本県における医師確保の状況について把握・

分析を行い、医師確保対策を検討します。 
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（４）筑紫保健医療圏 

①現状と課題 

医師偏在指標 県内順位 全国順位 標準化医師数 参考値（※） 

243.0 5／13 64／335 839人 (567人) 

※本医療圏が医師少数区域にならないために最低限必要な医師数 

 

ア 医療需要 

○ 本医療圏の人口は平成 30(2018)年 1 月 1 日現在で約 439.5 千人で

すが、令和 5(2023)年には約 441.5 千人となり、約 2.0 千人（人口比

0.5%）増加すると推計されています。〔図表 3-2-16〕 

 

○ 男女別で見ると、平成 30(2018)年では男性が 48.1％、女性が 51.9％

となっており、全国の男女比と比べてやや女性の割合が高くなってい

ます。  

また、令和 5(2023)年には女性比率が 0.5 ポイント上昇し、現在よ

りもさらに女性の割合が高くなると推計されています。〔図表 3-2-16〕 

 

○ 年代別に見ると、65歳以上の割合は、22.7％（平成 30(2018)年）か

ら 25.5％（令和 5(2023)年推計）となり、高齢化が一層進むことが見

込まれています。〔図表 3-2-17〕 

 

 

◆人口の推移（筑紫保健医療圏）〔図表 3-2-16〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

点以下を修正

（単位：人）

男性 211,612 （48.1%） 210,139 （47.6%）

女性 227,918 （51.9%） 231,391 （52.4%）

合計 439,530 441,530

2018 2023推計

439,530 人

2018年 2023年推計

筑紫

⇒
+0.5%

441,530人
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◆筑紫保健医療圏の年齢階級別人口（平成 30(2018)年、令和 5(2023)年推計） 

〔図表 3-2-17〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

○ 全国の受療率を本医療圏の性・年齢等の人口構成に当てはめた場合、

全国の性・年齢階級別調整受療率を 1とすると本医療圏は 0.772で低

くなっています。 

 

○ 入院患者の流出入の状況をみると、本医療圏の患者は他医療圏の医

療機関に約 1,800 人/日が入院しているのに対し、他医療圏の患者は

本医療圏の医療機関に約 1,100 人/日が入院しており、本医療圏から

の流出が上回っています。〔図表 3-2-18〕 

   また、外来（無床診療所）患者の流出入の状況については、入院と

同様に約 600 人/日の患者が本医療圏から流出していることになりま

す。〔図表 3-2-19〕 

◆入院患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-18〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

 

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

福岡・糸島 0.8 福岡・糸島 1.5

粕屋 0.1 粕屋 0.1
朝倉 0.1 久留米 0.1

久留米 0.1 （県外） 0.1
計 1.1 計 1.8

流入 流出

流出入 1日あたり 0.7千人の流出過多
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◆外来患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-19〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

○ 今後、人口は一定の増加傾向が見られる上、受療率の高い高齢者

が増えることを踏まえると、本医療圏の医療需要が大幅に減少する

ことはないため、今後も継続的な医師の確保が必要となります。 

 

イ 医師供給 

○ 本医療圏の標準化医師数は 839人となっており、実際に医療施設に従

事する医師数の 833人を上回っています。 

 年代別に見ると 30 代以下が最も多く、若い医師の比率が高い医療圏

となっています。〔図表 3-2-20〕 

 

○ 今後、医師の働き方改革により、医師の長時間労働短縮の取り組みが

加速すれば、労働時間が長い若い医師の割合が高い本医療圏への影響は

大きく、医師が不足することが懸念されます。 

 

◆医師数の状況（筑紫保健医療圏） 〔図表 3-2-20〕 

 
出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」、厚生労働省提供データ 

 

 

 

男性 716 （85.3%） 698 （83.8%）

女性 123 （14.7%） 135 （16.2%）

合計 839 833

標準化医師数 参考（医療施設従事者数）

筑紫

34%

24%

21%

16%

5%
30代以下

40代

50代

60代

70代以上

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

福岡・糸島 0.8 福岡・糸島 1.9

朝倉 0.2 粕屋 0.1
久留米 0.2 久留米 0.1
粕屋 0.1 （県外） 0.1

（県外） 0.3
計 1.6 計 2.2

流出入 1日あたり 0.6千人の流出過多

流入 流出
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②医師確保の方針 

○ 本医療圏は医師多数区域であることから、新たな施策による他医療圏 

からの医師確保を実施するのではなく、本医療圏内にて医療施設に従事

する医師の定着を通じた医師確保に取り組んでいきます。 

 

○ 今後、働き方改革への対応により医師確保が困難となってくることを

踏まえ、地域医療構想との整合を図りつつ、本県に勤務する医師の定着

等により現在の医師数が維持されるよう、取り組んでいきます。 

 

③医師確保の施策 

ア 臨床研修医の確保 

医療法及び医師法の改正に伴い、令和 2（2020）年 4 月から県に権限

が移譲される臨床研修病院の指定や研修医の募集定員の設定等を通じ

て、臨床研修の質の向上や医師少数区域における医師の確保を図ります。 

また、医学部生に向けた情報発信の強化を図ることにより、大学病院

及び基幹型臨床研修病院における臨床研修医の確保を支援します。 

 

イ 女性医師の支援・確保 

女性医師の離職防止や復職を支援するため、女性医師が出産・育児と

仕事を両立しやすいよう職場環境の整備を行う医療機関に対して支援

するとともに、県医師会や大学病院等の関係機関と連携して女性医師の

キャリア形成支援に取り組みます。 

 

ウ 医療勤務環境の改善 

医師の離職防止や医療安全確保を図るため、県庁内に設置した「福岡

県医療勤務環境改善支援センター」において、医療機関に対する勤務環

境改善のための支援に取り組みます。 

また、令和6(2024)年4月1日から適用される医師の時間外労働時間の上

限規制に対応するため、県医師会、福岡労働局と連携して、医療機関に

おける医師の労働時間短縮に向けた取り組みを支援します。 

 

エ 医師の働き方改革への対応 

国において、地域医療提供体制の確保の観点からやむを得ず時間外労

働時間の一定水準を超えざるを得ない医療機関を都道府県が指定する

枠組みや、医療機関における医師の長時間労働の実態及び労働時間短縮

の取組状況を客観的に分析・評価する仕組みについて検討が行われてい
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ることから、今後の動向を注視し、適切な対応を行っていきます。 

 

オ 医師確保状況等の把握・分析 

医師偏在指標を参考としつつ、国が構築を進めている医師情報（研修

先、勤務先、診療科等）データベースや、大学病院等が実施している県

内・県外への医師派遣を始めとした本県における医師確保の状況につい

て把握・分析を行い、医師確保対策を検討します。 
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（５）朝倉保健医療圏 

①現状と課題 

医師偏在指標 県内順位 全国順位 標準化医師数 参考値（※） 

200.2 7／13 108／335 154人 (114人) 

※本医療圏が医師少数区域にならないために最低限必要な医師数 

 

ア 医療需要 

○ 本医療圏の人口は平成 30(2018)年 1 月 1 日現在で約 85.9 千人です

が、令和 5(2023)年には約 77.3千人となり、約 8.6千人（人口比 10.0%）

減少すると推計されています。〔図表 3-2-21〕 

 

○ 男女別で見ると、平成 30(2018)年では男性が 47.3％、女性が 52.7％

となっており、全国の男女比と比べてやや女性の割合が高くなってい

ます。  

また、令和 5(2023)年には女性比率が 0.2 ポイント上昇し、現在よ

りもさらに女性の割合が高くなると推計されています。〔図表 3-2-21〕 

 

○ 年代別に見ると、65歳以上の割合は、31.5％（平成 30(2018)年）か

ら 36.3％（令和 5(2023)年推計）となり、高齢化が一層進むことが見

込まれています。〔図表 3-2-22〕 

 

 

◆人口の推移（朝倉保健医療圏）〔図表 3-2-21〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

点以下を修正

（単位：人）

男性 40,682 （47.3%） 36,399 （47.1%）

女性 45,246 （52.7%） 40,907 （52.9%）

合計 85,928 77,306

2018 2023推計

85,928 人

2018年 2023年推計

朝倉

⇒
‐10.0%

77,306人
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◆朝倉保健医療圏の年齢階級別人口（平成 30(2018)年、令和 5(2023)年推計） 

〔図表 3-2-22〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

 

○ 全国の受療率を本医療圏の性・年齢等の人口構成に当てはめた場合、

全国の性・年齢階級別調整受療率を 1とすると本医療圏は 0.946で若

干低くなっています。 

 

○ 入院患者の流出入の状況をみると、本医療圏の患者は他医療圏の医

療機関に約 400 人/日が入院しているのに対し、他医療圏の患者は本

医療圏の医療機関に約 100 人/日が入院しており、本医療圏からの流

出が上回っています。〔図表 3-2-23〕 

   また、外来（無床診療所）患者の流出入の状況については、入院と

同様に約 400 人/日の患者が本医療圏から流出していることになりま

す。〔図表 3-2-24〕 

◆入院患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-23〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

 

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

久留米 0.1 久留米 0.3

筑紫 0.1
計 0.1 計 0.4

流入 流出

流出入 1日あたり 0.3千人の流出過多
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◆外来患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-24〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

○ 今後、人口は一定の減少が見られますが、受療率の高い高齢者が

増えることを踏まえると、本医療圏の医療需要が大幅に減少するこ

とはないため、今後も継続的な医師の確保が必要となります。 

 

 

イ 医師供給 

○ 本医療圏の標準化医師数は 154人となっており、実際に医療施設に従

事する医師数の 157人を下回っています。 

 年代別に見ると 50代以上が半分を超え、60代以上も 25％を占めるな

ど、高齢の医師の比率が高い医療圏となっています。〔図表 3-2-25〕 

 

○ 今後、医師の高齢化による医師数の減少や、医師の働き方改革により、

医師の長時間労働短縮の取り組みが加速すれば、さらに医師が不足する

ことが懸念されます。 

 

◆医師数の状況（朝倉保健医療圏）〔図表 3-2-25〕 

 
出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」、厚生労働省提供データ 

 

 

 

男性 139 （90.3%） 140 （89.2%）

女性 15 （9.7%） 17 （10.8%）

合計 154 157

標準化医師数 参考（医療施設従事者数）

朝倉

11%

30%

34%

20%

5%
30代以下

40代

50代

60代

70代以上

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

久留米 0.2 久留米 0.4

その他 0.1 筑紫 0.2
福岡・糸島 0.1

計 0.3 計 0.7

流出入 1日あたり 0.4千人の流出過多

流入 流出
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②医師確保の方針 

○ 本医療圏は医師多数区域であることから、新たな施策による他医療圏 

からの医師確保を実施するのではなく、本医療圏内にて医療施設に従事

する医師の定着を通じた医師確保に取り組んでいきます。 

 

○ 今後、働き方改革への対応により医師確保が困難となってくることを

踏まえ、地域医療構想との整合を図りつつ、本県に勤務する医師の定着

等により現在の医師数が維持されるよう、取り組んでいきます。 

 

○ 本医療圏内にある医師少数スポット（東峰村小石原地域、東峰村鼓地

域）における医師確保を図っていきます。 

 

③医師確保の施策 

ア 自治医科大学卒業医師の派遣 

医療資源に恵まれないへき地等における医療の確保を図るため、地域

の医師不足の状況を踏まえた上で、自治医科大学卒業医師を派遣します。 

 

イ 総合診療医の養成 

新専門医制度の開始に伴い、基本領域に追加された総合診療専門医は、

複数の疾病を有する高齢者への対応や、小児科、産科・産婦人科、救急救

命等が不足する地域での初期診療の提供により、地域医療での活躍が期

待されていることから、その養成を支援していきます。 

 

ウ キャリア形成プログラムの策定 

特定の診療科、医師少数区域、医師少数スポット等での診療義務を果

たす地域枠や自治医科大学卒業医師に対して、キャリア形成上の不安を

解消するとともに義務明け後の地域定着を図るため、医師本人の希望に

応じた能力開発・向上の機会確保のための就業に係るプログラムを策定

します。 

 

エ 女性医師の支援・確保 

女性医師の離職防止や復職を支援するため、女性医師が出産・育児と

仕事を両立しやすいよう職場環境の整備を行う医療機関に対して支援

するとともに、県医師会や大学病院等の関係機関と連携して女性医師の

キャリア形成支援に取り組みます。 

 



63 

 

オ 医療勤務環境の改善 

医師の離職防止や医療安全確保を図るため、県庁内に設置した「福岡

県医療勤務環境改善支援センター」において、医療機関に対する勤務環

境改善のための支援に取り組みます。 

また、令和6(2024)年4月1日から適用される医師の時間外労働時間の上

限規制に対応するため、県医師会、福岡労働局と連携して、医療機関に

おける医師の労働時間短縮に向けた取り組みを支援します。 

 

カ 医師の働き方改革への対応 

国において、地域医療提供体制の確保の観点からやむを得ず時間外労

働時間の一定水準を超えざるを得ない医療機関を都道府県が指定する枠

組みや、医療機関における医師の長時間労働の実態及び労働時間短縮の

取組状況を客観的に分析・評価する仕組みについて検討が行われている

ことから、今後の動向を注視し、適切な対応を行っていきます。 

 

キ 医師確保状況等の把握・分析 

医師偏在指標を参考としつつ、国が構築を進めている医師情報（研修

先、勤務先、診療科等）データベースや、大学病院等が実施している県

内・県外への医師派遣を始めとした本県における医師確保の状況につい

て把握・分析を行い、医師確保対策を検討します。 
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（６）久留米保健医療圏 

①現状と課題 

医師偏在指標 県内順位 全国順位 標準化医師数 参考値（※） 

414.8 1／13 3／335 2,113人 (798人) 

※本医療圏が医師少数区域にならないために最低限必要な医師数 

 

ア 医療需要 

○ 本医療圏の人口は平成 30(2018)年 1 月 1 日現在で約 461.1 千人で

すが、令和 5(2023)年には約 445.2 千人となり、約 5.9 千人（人口比

3.5%）減少すると推計されています。〔図表 3-2-26〕 

 

○ 男女別で見ると、平成 30(2018)年では男性が 47.5％、女性が 52.5％

となっており、全国の男女比と比べてやや女性の割合が高くなってい

ます。  

また、令和 5(2023)年には女性比率が 0.1 ポイント上昇し、現在よ

りもさらに女性の割合が高くなると推計されています。〔図表 3-2-26〕 

 

○ 年代別に見ると、65歳以上の割合は、27.2％（平成 30(2018)年）か

ら 30.4％（令和 5(2023)年推計）となり、高齢化が一層進むことが見

込まれています。〔図表 3-2-27〕 

 

 

◆人口の推移（久留米保健医療圏）〔図表 3-2-26〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

点以下を修正

（単位：人）

男性 219,045 （47.5%） 210,854 （47.4%）

女性 242,075 （52.5%） 234,321 （52.6%）

合計 461,120 445,175

2018 2023推計

461,120 人

2018年 2023年推計

久留米

⇒
‐3.5%

445,175人
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◆久留米保健医療圏の年齢階級別人口（平成 30(2018)年、令和 5(2023)年推計） 

〔図表 3-2-27〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

 

○ 全国の受療率を本医療圏の性・年齢等の人口構成に当てはめた場合、

全国の性・年齢階級別調整受療率を 1とすると本医療圏は 1.085で若

干高くなっています。 

 

○ 入院患者の流出入の状況をみると、本医療圏の患者は他医療圏の医

療機関に約 1,200 人/日が入院しているのに対し、他医療圏の患者は

本医療圏の医療機関に約 2,000 人/日が入院しており、本医療圏への

流入が上回っています。〔図表 3-2-28〕 

   また、外来（無床診療所）患者の流出入の状況については、入院と

同様に約800人/日の患者が本医療圏へ流入していることになります。

〔図表 3-2-29〕 

◆入院患者の流出入数の状況〔図表 3-2-28〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

有明 0.5 八女・筑後 0.3

八女・筑後 0.4 福岡・糸島 0.1
朝倉 0.3 筑紫 0.1

福岡・糸島 0.1 朝倉 0.1
筑紫 0.1 有明 0.1

（県外） 0.6 （県外） 0.5
計 2.0 計 1.2

流入 流出

流出入 1日あたり0.8千人の流入過多
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◆外来患者の流出入数の状況〔図表 3-2-29〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

 

○ 今後、人口は一定の減少が見られますが、受療率の高い高齢者が

増えることや他医療圏からの患者流入が生じている状況を踏まえる

と、本医療圏の医療需要が大幅に減少することはないため、今後も

継続的な医師の確保が必要となります。 

 

 

イ 医師供給 

○ 本医療圏の標準化医師数は 2,113人となっており、実際に医療施設

に従事する医師数の 2,064人を上回っています。 

 年代別に見ると 30代以下が最も多く、若い医師の比率が高い医療圏

となっています。〔図表 3-2-30〕 

 

○ 医学部を有する大学がある二次保健医療圏は、医師偏在指標が高く

なる傾向にありますが、特に本医療圏は他の医学部を有する大学があ

る二次保健医療圏に比べ人口が少なく、大学に所属する医師数が医師

偏在指標に与える影響が大きくなっています。 

 

○ 今後、医師の働き方改革により、医師の長時間労働短縮の取り組み

が加速すれば、労働時間が長い若い医師の割合が高い傾向にある本医

療圏への影響は大きく、医師が不足することが懸念されます。 

 

 

 

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

朝倉 0.4 八女・筑後 0.3

八女・筑後 0.4 福岡・糸島 0.2
有明 0.2 筑紫 0.2

福岡・糸島 0.1 朝倉 0.2
筑紫 0.1 有明 0.2

（県外） 1.1 （県外） 0.3
その他 0.1

計 2.3 計 1.5

流出入 1日あたり 0.8千人の流入過多

流入 流出
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◆医師数の状況（久留米保健医療圏） 〔図表 3-2-30〕 

 
 

 

 

②医師確保の方針 

○ 本医療圏は医師多数区域であることから、新たな施策による他医療

圏からの医師確保を実施するのではなく、本医療圏内にて医療施設に

従事する医師の定着を通じた医師確保に取り組んでいきます。 

 

○ 今後、働き方改革への対応により医師確保が困難となってくること

を踏まえ、地域医療構想との整合を図りつつ、本県に勤務する医師の

定着等により現在の医師数が維持されるよう、取り組んでいきます。 

 

 

③医師確保の施策 

ア 臨床研修医の確保 

医療法及び医師法の改正に伴い、令和 2（2020）年 4 月から県に権

限が移譲される臨床研修病院の指定や研修医の募集定員の設定等を通

じて、臨床研修の質の向上や医師少数区域における医師の確保を図り

ます。 

また、医学部生に向けた情報発信の強化を図ることにより、大学病

院及び基幹型臨床研修病院における臨床研修医の確保を支援します。 

 

イ 女性医師の支援・確保 

女性医師の離職防止や復職を支援するため、女性医師が出産・育児

と仕事を両立しやすいよう職場環境の整備を行う医療機関に対して支

援するとともに、県医師会や大学病院等の関係機関と連携して女性医

師のキャリア形成支援に取り組みます。 

 

 

男性 1,640 （77.6%） 1,559 （75.5%）

女性 473 （22.4%） 505 （24.5%）

合計 2,113 2,064

標準化医師数 参考（医療施設従事者数）

久留米

46%

22%

16%

11%
5%

30代以下

40代

50代

60代

70代以上

出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」、厚生労働省提供データ 
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ウ 医療勤務環境の改善 

医師の離職防止や医療安全確保を図るため、県庁内に設置した「福岡

県医療勤務環境改善支援センター」において、医療機関に対する勤務環

境改善のための支援に取り組みます。 

また、令和6(2024)年4月1日から適用される医師の時間外労働時間の

上限規制に対応するため、県医師会、福岡労働局と連携して、医療機関

における医師の労働時間短縮に向けた取り組みを支援します。 

 

エ 医師の働き方改革への対応 

国において、地域医療提供体制の確保の観点からやむを得ず時間外

労働時間の一定水準を超えざるを得ない医療機関を都道府県が指定す

る枠組みや、医療機関における医師の長時間労働の実態及び労働時間

短縮の取組状況を客観的に分析・評価する仕組みについて検討が行わ

れていることから、今後の動向を注視し、適切な対応を行っていきま

す。 

 

オ 医師確保状況等の把握・分析 

医師偏在指標を参考としつつ、国が構築を進めている医師情報（研

修先、勤務先、診療科等）データベースや、大学病院等が実施してい

る県内・県外への医師派遣を始めとした本県における医師確保の状況

について把握・分析を行い、医師確保対策を検討します。 
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（７）八女・筑後保健医療圏 

①現状と課題 

医師偏在指標 県内順位 全国順位 標準化医師数 参考値（※） 

189.4 9／13 135／335 276人 (218人) 

※本医療圏が医師少数区域にならないために最低限必要な医師数 

 

ア 医療需要 

○ 本医療圏の人口は平成 30(2018)年 1 月 1 日現在で約 133.8 千人で

すが、令和 5(2023)年には約 124.4 千人となり、約 9.3 千人（人口比

7.0%）減少すると推計されています。〔図表 3-2-31〕 

 

○ 男女別で見ると、平成 30(2018)年では男性が 47.7％、女性が 52.3％

となっており、全国の男女比と比べてやや女性の割合が高くなってい

ます。  

また、令和 5(2023)年には女性比率が 0.3 ポイント上昇し、現在よ

りもさらに女性の割合が高くなると推計されています。〔図表 3-2-31〕 

 

○ 年代別に見ると、65歳以上の割合は、30.2％（平成 30(2018)年）か

ら 33.7％（令和 5(2023)年推計）となり、高齢化が一層進むことが見

込まれています。〔図表 3-2-32〕 

 

 

◆人口の推移（八女・筑後保健医療圏）〔図表 3-2-31〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

（単位：人）

男性 63,765 （47.7%） 59,031 （47.4%）

女性 70,019 （52.3%） 65,412 （52.6%）

合計 133,784 124,443

2018 2023推計

133,784 人
124,443 人

2018年 2023年推計

八女・筑後

⇒
‐7.0%
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◆八女・筑後保健医療圏の年齢階級別人口（平成 30(2018)年、令和 5(2023)年推計） 

〔図表 3-2-32〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

 

○ 全国の受療率を本医療圏の性・年齢等の人口構成に当てはめた場合、

全国の性・年齢階級別調整受療率を 1とすると本医療圏は 1.030で若

干高くなっています。 

 

○ 入院患者の流出入の状況をみると、本医療圏の患者は他医療圏の医

療機関に約 500 人/日が入院しているのに対し、他医療圏の患者は本

医療圏の医療機関に約 500 人/日が入院しており、本医療圏は結果的

に患者の流出入がない状況となっています。〔図表 3-2-33〕 

   また、外来（無床診療所）患者の流出入の状況については、約 100

人/日の患者が本医療圏から流出していることになります。〔図表 3-2-

34〕 

◆入院患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-33〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

 

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

久留米 0.3 久留米 0.4

有明 0.2 有明 0.1
計 0.5 計 0.5

流入 流出

流出入 流出数、流入数の差はない
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◆外来患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-34〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

○ 今後、人口は一定の減少が見られますが、受療率の高い高齢者が

増えることを踏まえると、本医療圏の医療需要が大幅に減少するこ

とはないため、今後も継続的な医師の確保が必要となります。 

 

イ 医師供給 

○ 本医療圏の標準化医師数は 276人となっており、実際に医療施設に

従事する医師数の 284人を下回っています。 

 年代別に見ると 50 代以上が半分を超え、60 代以上も 30％を占める

など、高齢の医師の比率が高い医療圏となっています。〔図表 3-2-35〕 

 

○ 今後、医師の高齢化による医師数の減少や、医師の働き方改革によ

り、医師の長時間労働短縮の取り組みが加速すれば、さらに医師が不

足することが懸念されます。 

 

◆医師数の状況（八女・筑後保健医療圏）〔図表 3-2-35〕 

 
出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」、厚生労働省提供データ 

 

 

 

 

男性 238 （86.2%） 242 （85.2%）

女性 38 （13.8%） 42 （14.8%）

合計 276 284

八女・筑後

標準化医師数 参考（医療施設従事者数） 26%

23%
21%

23%

7%
30代以下

40代

50代

60代

70代以上

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

久留米 0.3 久留米 0.4

有明 0.2 有明 0.1
（県外） 0.1 その他 0.2

計 0.6 計 0.7

流出入 1日あたり 0.1千人の流出過多

流入 流出
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②医師確保の方針 

○ 今後、働き方改革への対応により医師確保が困難となってくること

を踏まえ、地域医療構想との整合を図りつつ、本県に勤務する医師の

定着等により現在の医師数が維持されるよう、取り組んでいきます。 

 

○ 本医療圏内にある医師少数スポット（八女市矢部地域、八女市辺春

地域）における医師確保を図っていきます。 

 

 

③医師確保の施策 

ア 自治医科大学卒業医師の派遣 

医療資源に恵まれないへき地等における医療の確保を図るため、地

域の医師不足の状況を踏まえた上で、自治医科大学卒業医師を派遣し

ます。 

 

イ 臨床研修医の確保 

医療法及び医師法の改正に伴い、令和 2（2020）年 4 月から県に権

限が移譲される臨床研修病院の指定や研修医の募集定員の設定等を通

じて、臨床研修の質の向上や医師少数区域における医師の確保を図り

ます。 

また、医学部生に向けた情報発信の強化を図ることにより、大学病

院及び基幹型臨床研修病院における臨床研修医の確保を支援します。 

 

ウ 総合診療医の養成 

新専門医制度の開始に伴い、基本領域に追加された総合診療専門医

は、複数の疾病を有する高齢者への対応や、小児科、産科・産婦人科、

救急救命等が不足する地域での初期診療の提供により、地域医療での

活躍が期待されていることから、その養成を支援していきます。 

 

エ キャリア形成プログラムの策定 

特定の診療科、医師少数区域、医師少数スポット等での診療義務を果

たす地域枠や自治医科大学卒業医師に対して、キャリア形成上の不安

を解消するとともに義務明け後の地域定着を図るため、医師本人の希

望に応じた能力開発・向上の機会確保のための就業に係るプログラム

を策定します。 
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オ 女性医師の支援・確保 

女性医師の離職防止や復職を支援するため、女性医師が出産・育児

と仕事を両立しやすいよう職場環境の整備を行う医療機関に対して支

援するとともに、県医師会や大学病院等の関係機関と連携して女性医

師のキャリア形成支援に取り組みます。 

 

カ 医療勤務環境の改善 

医師の離職防止や医療安全確保を図るため、県庁内に設置した「福岡

県医療勤務環境改善支援センター」において、医療機関に対する勤務環

境改善のための支援に取り組みます。 

また、令和6(2024)年4月1日から適用される医師の時間外労働時間の

上限規制に対応するため、県医師会、福岡労働局と連携して、医療機関

における医師の労働時間短縮に向けた取り組みを支援します。 

 

キ 医師の働き方改革への対応 

国において、地域医療提供体制の確保の観点からやむを得ず時間外

労働時間の一定水準を超えざるを得ない医療機関を都道府県が指定す

る枠組みや、医療機関における医師の長時間労働の実態及び労働時間

短縮の取組状況を客観的に分析・評価する仕組みについて検討が行わ

れていることから、今後の動向を注視し、適切な対応を行っていきま

す。 

 

ク 医師確保状況等の把握・分析 

医師偏在指標を参考としつつ、国が構築を進めている医師情報（研

修先、勤務先、診療科等）データベースや、大学病院等が実施してい

る県内・県外への医師派遣を始めとした本県における医師確保の状況

について把握・分析を行い、医師確保対策を検討します。 
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（８）有明保健医療圏 

①現状と課題 

医師偏在指標 県内順位 全国順位 標準化医師数 参考値（※） 

207.6 6／13 92／335 534人 (379人) 

※本医療圏が医師少数区域にならないために最低限必要な医師数 

 

ア 医療需要 

○ 本医療圏の人口は平成 30(2018)年 1 月 1 日現在で約 221.8 千人で

すが、令和 5(2023)年には約 201.7千人となり、約 20.1千人（人口比

9.1%）減少すると推計されています。〔図表 3-2-36〕 

 

○ 男女別で見ると、平成 30(2018)年では男性が 46.6％、女性が 53.4％

となっており、全国の男女比と比べてやや女性の割合が高くなってい

ます。  

また、令和 5(2023)年には女性比率が 0.2 ポイント減少し、現在よ

り女性の割合が低くなると推計されています。〔図表 3-2-36〕 

 

○ 年代別に見ると、65歳以上の割合は、34.4％（2018年）から 38.4％

（令和 5(2023)年推計）となり、高齢化が一層進むことが見込まれて

います。〔図表 3-2-37〕 

 

 

◆人口の推移（有明保健医療圏） 〔図表 3-2-36〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

点以下を修正

（単位：人）

男性 103,402 （46.6%） 94,315 （46.8%）

女性 118,410 （53.4%） 107,393 （53.2%）

合計 221,812 201,708

2018 2023推計

221,812 人

2018年 2023年推計

有明

⇒
‐9.1%

201,708人
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◆有明保健医療圏の年齢階級別人口（平成 30(2018)年、令和 5(2023)年推計） 

〔図表 3-2-37〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

 

○ 全国の受療率を本医療圏の性・年齢等の人口構成に当てはめた場合、

全国の性・年齢階級別調整受療率を 1とすると本医療圏は 1.165で高

くなっています。 

 

○ 入院患者の流出入の状況をみると、本医療圏の患者は他医療圏の医

療機関に約 900 人/日が入院しているのに対し、他医療圏の患者は本

医療圏の医療機関に約 600 人/日が入院しており、本医療圏からの流

出が上回っています。〔図表 3-2-38〕 

   また、外来（無床診療所）患者の流出入の状況については、約 500

人/日の患者が本医療圏へ流入していることになります。〔図表 3-2-

39〕 

◆入院患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-38〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

 

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

久留米 0.1 久留米 0.5

八女・筑後 0.1 八女・筑後 0.2
（県外） 0.4 （県外） 0.2

計 0.6 計 0.9

流入 流出

流出入 1日あたり 0.3千人の流出過多
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◆外来患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-39〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

○ 今後、人口は一定の減少が見られますが、受療率の高い高齢者が

増えることを踏まえると、本医療圏の医療需要が大幅に減少するこ

とはないため、今後も継続的な医師の確保が必要となります。 

 

イ 医師供給 

○ 本医療圏の標準化医師数は 534人となっており、実際に医療施設に

従事する医師数の 562人を下回っています。 

 年代別に見ると 50 代以上が半分を超え、60 代以上も 32％を占める

など、高齢の医師の比率が高い医療圏となっています。〔図表 3-2-40〕 

 

○ 今後、医師の高齢化による医師数の減少や、医師の働き方改革によ

り、医師の長時間労働短縮の取り組みが加速すれば、さらに医師が不

足することが懸念されます。 

 

 

◆医師数の状況（有明保健医療圏） 〔図表 3-2-40〕 

 
出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」、厚生労働省提供データ 

 

 

男性 465 （87.1%） 483 （85.9%）

女性 69 （12.9%） 79 （14.1%）

合計 534 562

有明

標準化医師数 参考（医療施設従事者数） 19%

22%

27%

22%

10%
30代以下

40代

50代

60代

70代以上

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

久留米 0.2 久留米 0.2

八女・筑後 0.1 八女・筑後 0.2
（県外） 0.8 福岡・糸島 0.1
その他 0.1 （県外） 0.2

計 1.2 計 0.7

流出入 1日あたり 0.5千人の流入過多

流入 流出



77 

 

②医師確保の方針 

○ 本医療圏は医師多数区域であることから、新たな施策による他医療圏 

からの医師確保を実施するのではなく、本医療圏内にて医療施設に従事

する医師の定着を通じた医師確保に取り組んでいきます。 

 

○ 今後、働き方改革への対応により医師確保が困難となってくることを

踏まえ、地域医療構想との整合を図りつつ、本県に勤務する医師の定着

等により現在の医師数が維持されるよう、取り組んでいきます。 

 

 

③医師確保の施策 

ア 臨床研修医の確保 

医療法及び医師法の改正に伴い、令和 2（2020）年 4 月から県に権限

が移譲される臨床研修病院の指定や研修医の募集定員の設定等を通じ

て、臨床研修の質の向上や医師少数区域における医師の確保を図ります。 

また、医学部生に向けた情報発信の強化を図ることにより、大学病院

及び基幹型臨床研修病院における臨床研修医の確保を支援します。 

 

イ 女性医師の支援・確保 

女性医師の離職防止や復職を支援するため、女性医師が出産・育児と

仕事を両立しやすいよう職場環境の整備を行う医療機関に対して支援

するとともに、県医師会や大学病院等の関係機関と連携して女性医師の

キャリア形成支援に取り組みます。 

 

ウ 医療勤務環境の改善 

医師の離職防止や医療安全確保を図るため、県庁内に設置した「福岡

県医療勤務環境改善支援センター」において、医療機関に対する勤務環

境改善のための支援に取り組みます。 

また、令和6(2024)年4月1日から適用される医師の時間外労働時間の上

限規制に対応するため、県医師会、福岡労働局と連携して、医療機関に

おける医師の労働時間短縮に向けた取り組みを支援します。 

 

エ 医師の働き方改革への対応 

国において、地域医療提供体制の確保の観点からやむを得ず時間外労

働時間の一定水準を超えざるを得ない医療機関を都道府県が指定する

枠組みや、医療機関における医師の長時間労働の実態及び労働時間短縮
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の取組状況を客観的に分析・評価する仕組みについて検討が行われてい

ることから、今後の動向を注視し、適切な対応を行っていきます。 

 

オ 医師確保状況等の把握・分析 

医師偏在指標を参考としつつ、国が構築を進めている医師情報（研修

先、勤務先、診療科等）データベースや、大学病院等が実施している県

内・県外への医師派遣を始めとした本県における医師確保の状況につい

て把握・分析を行い、医師確保対策を検討します。 
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（９）飯塚保健医療圏 

①現状と課題 

医師偏在指標 県内順位 全国順位 標準化医師数 参考値（※） 

303.3 3／13 29／335 616人 (298人) 

※本医療圏が医師少数区域にならないために最低限必要な医師数 

 

ア 医療需要 

○ 本医療圏の人口は平成 30(2018)年 1 月 1 日現在で約 182.6 千人で

すが、令和 5(2023)年には約 169.0千人となり、約 13.7千人（人口比

7.5%）減少すると推計されています。〔図表 3-2-41〕 

 

○ 男女別で見ると、平成 30(2018)年では男性が 47.2％、女性が 52.8％

となっており、全国の男女比と比べてやや女性の割合が高くなってい

ます。  

また、令和 5(2023)年には女性比率が 0.1 ポイント上昇し、現在よ

りもさらに女性の割合が高くなると推計されています。〔図表 3-2-41〕 

 

○ 年代別に見ると、65歳以上の割合は、31.9％（平成 30(2018)年）か

ら 35.0％（令和 5(2023)年推計）となり、高齢化が一層進むことが見

込まれています。〔図表 3-2-42〕 

 

 

◆人口の推移（飯塚保健医療圏） 〔図表 3-2-41〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

（単位：人）

男性 86,203 （47.2%） 79,649 （47.1%）

女性 96,446 （52.8%） 89,325 （52.9%）

合計 182,649 168,974

2018 2023推計

182,649 人 168,974 人

2018年 2023年推計

飯塚

⇒
‐7.5%
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◆飯塚保健医療圏の年齢階級別人口（平成 30(2018)年、令和 5(2023)年推計） 

〔図表 3-2-42〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

○ 全国の受療率を本医療圏の性・年齢等の人口構成に当てはめた場合、

全国の性・年齢階級別調整受療率を 1とすると本医療圏は 1.150で高

くなっています。 

 

○ 入院患者の流出入の状況をみると、本医療圏の患者は他医療圏の医

療機関に約 600 人/日が入院しているのに対し、他医療圏の患者は本

医療圏の医療機関に約 600 人/日が入院しており、本医療圏は結果的

に患者の流出入がない状況となっています。〔図表 3-2-43〕 

   また、外来（無床診療所）患者の流出入の状況については、約 100人

/日の患者が本医療圏へ流入していることになります。〔図表 3-2-44〕 

◆入院患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-43〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

 

 

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

田川 0.3 田川 0.3

直方・鞍手 0.2 福岡・糸島 0.1
北九州 0.1 粕屋 0.1

直方・鞍手 0.1
計 0.6 計 0.6

流入 流出

流出入 流出数、流入数の差はない
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◆外来患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-44〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

○ 今後、人口は一定の減少が見られますが、受療率の高い高齢者が

増えることに加え、他医療圏からの患者流入が生じている状況を踏

まえると、本医療圏の医療需要が大幅に減少することはないため、

今後も継続的な医師の確保が必要となります。 

 

 

イ 医師供給 

○ 本医療圏の標準化医師数は 616人となっており、実際に医療施設に

従事する医師数の 592人を上回っています。 

 年代別に見ると 30代以下が最も多く、若い医師の比率が高い医療圏

となっています。〔図表 3-2-45〕 

 

○ 今後、医師の働き方改革により、医師の長時間労働短縮の取り組み

が加速すれば、労働時間が長い若い医師の割合が高い本医療圏への影

響は大きく、医師が不足することが懸念されます。 

 

◆医師数の状況（飯塚保健医療圏）〔図表 3-2-45〕 

 
出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」、厚生労働省提供データ 

 

男性 526 （85.4%） 500 （84.5%）

女性 90 （14.6%） 92 （15.5%）

合計 616 592

飯塚

標準化医師数 参考（医療施設従事者数）

44%

23%

16%

12%

5%
30代以下

40代

50代

60代

70代以上

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

直方・鞍手 0.2 福岡・糸島 0.1

田川 0.2 直方・鞍手 0.1
（県外） 0.1 田川 0.1

その他 0.1
計 0.5 計 0.4

流出入 1日あたり 0.1千人の流入過多

流入 流出
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②医師確保の方針 

○ 本医療圏は医師多数区域であることから、新たな施策による他医療圏 

からの医師確保を実施するのではなく、本医療圏内にて医療施設に従事

する医師の定着を通じた医師確保に取り組んでいきます。 

 

○ 今後、働き方改革への対応により医師確保が困難となってくることを

踏まえ、地域医療構想との整合を図りつつ、本県に勤務する医師の定着

等により現在の医師数が維持されるよう、取り組んでいきます。 

 

 

③医師確保の施策 

ア 臨床研修医の確保 

医療法及び医師法の改正に伴い、令和 2（2020）年 4 月から県に権限

が移譲される臨床研修病院の指定や研修医の募集定員の設定等を通じ

て、臨床研修の質の向上や医師少数区域における医師の確保を図ります。 

また、医学部生に向けた情報発信の強化を図ることにより、大学病院

及び基幹型臨床研修病院における臨床研修医の確保を支援します。 

 

イ 女性医師の支援・確保 

女性医師の離職防止や復職を支援するため、女性医師が出産・育児と

仕事を両立しやすいよう職場環境の整備を行う医療機関に対して支援

するとともに、県医師会や大学病院等の関係機関と連携して女性医師の

キャリア形成支援に取り組みます。 

 

ウ 医療勤務環境の改善 

医師の離職防止や医療安全確保を図るため、県庁内に設置した「福岡

県医療勤務環境改善支援センター」において、医療機関に対する勤務環

境改善のための支援に取り組みます。 

また、令和6(2024)年4月1日から適用される医師の時間外労働時間の上

限規制に対応するため、県医師会、福岡労働局と連携して、医療機関に

おける医師の労働時間短縮に向けた取り組みを支援します。 

 

エ 医師の働き方改革への対応 

国において、地域医療提供体制の確保の観点からやむを得ず時間外労

働時間の一定水準を超えざるを得ない医療機関を都道府県が指定する

枠組みや、医療機関における医師の長時間労働の実態及び労働時間短縮
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の取組状況を客観的に分析・評価する仕組みについて検討が行われてい

ることから、今後の動向を注視し、適切な対応を行っていきます。 

 

オ 医師確保状況等の把握・分析 

医師偏在指標を参考としつつ、国が構築を進めている医師情報（研修

先、勤務先、診療科等）データベースや、大学病院等が実施している県

内・県外への医師派遣を始めとした本県における医師確保の状況につい

て把握・分析を行い、医師確保対策を検討します。 
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（１０）直方・鞍手保健医療圏 

①現状と課題 

医師偏在指標 県内順位 全国順位 標準化医師数 参考値（※） 

172.5 12／13 183／335 198人 (170人) 

※本医療圏が医師少数区域にならないために最低限必要な医師数 

 

ア 医療需要 

○ 本医療圏の人口は平成 30(2018)年 1 月 1 日現在で約 109.7 千人で

すが、令和 5(2023)年には約 101.3 千人となり、約 8.3 千人（人口比

7.6%）減少すると推計されています。〔図表 3-2-46〕 

 

○ 男女別で見ると、平成 30(2018)年では男性が 47.4％、女性が 52.6％

となっており、全国の男女比と比べてやや女性の割合が高くなってい

ます。  

また、令和 5(2023)年には女性比率が 0.6 ポイント上昇し、現在よ

りもさらに女性の割合が高くなると推計されています。〔図表 3-2-46〕 

 

○ 年代別に見ると、65歳以上の割合は、33.6％（平成 30(2018)年）か

ら 36.5％（令和 5(2023)年推計）となり、高齢化が一層進むことが見

込まれています。〔図表 3-2-47〕 

 

 

◆人口の推移（直方・鞍手保健医療圏） 〔図表 3-2-46〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

点以下を修正

（単位：人）

男性 51,928 （47.4%） 47,462 （46.8%）

女性 57,732 （52.6%） 53,858 （53.2%）

合計 109,660 101,320

2018 2023推計

109,660 人

2018年 2023年推計

直方・鞍手

⇒
‐7.6%

101,320人
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◆直方・鞍手保健医療圏の年齢階級別人口（平成 30(2018)年、令和 5(2023)年推計） 

〔図表 3-2-47〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

 

○ 全国の受療率を本医療圏の性・年齢等の人口構成に当てはめた場合、

全国の性・年齢階級別調整受療率を 1とすると本医療圏は 1.004で若

干高くなっています。 

 

○ 入院患者の流出入の状況をみると、本医療圏の患者は他医療圏の医

療機関に約 600 人/日が入院しているのに対し、他医療圏の患者は本

医療圏の医療機関に約 400 人/日が入院しており、本医療圏からの流

出が上回っています。〔図表 3-2-48〕 

また、外来（無床診療所）患者の流出入の状況については、入院と

同様に約 100 人/日の患者が本医療圏から流出していることになりま

す。〔図表 3-2-49〕 

◆入院患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-48〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

 

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

北九州 0.2 北九州 0.3

飯塚 0.1 飯塚 0.2
田川 0.1 田川 0.1
計 0.4 計 0.6

流入 流出

流出入 1日あたり 0.2千人の流出過多
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◆外来患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-49〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

○ 今後、人口は一定の減少が見られますが、受療率の高い高齢者が

増えることを踏まえると、本医療圏の医療需要が大幅に減少するこ

とはないため、今後も継続的な医師の確保が必要となります。 

 

 

イ 医師供給 

○ 本医療圏の標準化医師数は 198人となっており、実際に医療施設に

従事する医師数の 208人を下回っています。 

 年代別に見ると 50 代以上が半分を超え、60 代以上も 33％を占める

など、高齢の医師の比率が高い医療圏となっています。〔図表 3-2-50〕 

 

○ 今後、医師の高齢化による医師数の減少や、医師の働き方改革によ

り、医師の長時間労働短縮の取り組みが加速すれば、さらに医師が不

足することが懸念されます。 

 

◆医師数の状況（直方・鞍手保健医療圏） 〔図表 3-2-50〕 

 
出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」、厚生労働省提供データ 

 

 

男性 177 （89.4%） 184 （88.5%）

女性 21 （10.6%） 24 （11.5%）

合計 198 208

標準化医師数 参考（医療施設従事者数）

直方・鞍手

13%

28%

26%

25%

8%
30代以下

40代

50代

60代

70代以上

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

田川 0.2 北九州 0.4

北九州 0.2 飯塚 0.2
飯塚 0.1 福岡・糸島 0.1

その他 0.2 宗像 0.1
計 0.7 計 0.8

流出入 1日あたり 0.1千人の流出過多

流入 流出



87 

 

②医師確保の方針 

○ 今後、働き方改革への対応により医師確保が困難となってくることを

踏まえ、地域医療構想との整合を図りつつ、本県に勤務する医師の定着

等により現在の医師数が維持されるよう、取り組んでいきます。 

 

 

③医師確保の施策 

ア 女性医師の支援・確保 

女性医師の離職防止や復職を支援するため、女性医師が出産・育児と

仕事を両立しやすいよう職場環境の整備を行う医療機関に対して支援

するとともに、県医師会や大学病院等の関係機関と連携して女性医師の

キャリア形成支援に取り組みます。 

 

イ 医療勤務環境の改善 

医師の離職防止や医療安全確保を図るため、県庁内に設置した「福岡

県医療勤務環境改善支援センター」において、医療機関に対する勤務環

境改善のための支援に取り組みます。 

また、令和6(2024)年4月1日から適用される医師の時間外労働時間の上

限規制に対応するため、県医師会、福岡労働局と連携して、医療機関に

おける医師の労働時間短縮に向けた取り組みを支援します。 

 

ウ 医師の働き方改革への対応 

国において、地域医療提供体制の確保の観点からやむを得ず時間外労

働時間の一定水準を超えざるを得ない医療機関を都道府県が指定する

枠組みや、医療機関における医師の長時間労働の実態及び労働時間短縮

の取組状況を客観的に分析・評価する仕組みについて検討が行われてい

ることから、今後の動向を注視し、適切な対応を行っていきます。 

 

エ 医師確保状況等の把握・分析 

医師偏在指標を参考としつつ、国が構築を進めている医師情報（研修

先、勤務先、診療科等）データベースや、大学病院等が実施している県

内・県外への医師派遣を始めとした本県における医師確保の状況につい

て把握・分析を行い、医師確保対策を検討します。 
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（１１）田川保健医療圏 

①現状と課題 

医師偏在指標 県内順位 全国順位 標準化医師数 参考値（※） 

177.9 10／13 166／335 242人 (190人) 

※本医療圏が医師少数区域にならないために最低限必要な医師数 

 

ア 医療需要 

○ 本医療圏の人口は平成 30(2018)年 1 月 1 日現在で約 128.1 千人で

すが、令和 5(2023)年には約 111.4千人となり、約 16.7千人（人口比

13.0%）減少すると推計されています。〔図表 3-2-51〕 

 

○ 男女別で見ると、平成 30(2018)年では男性が 46.8％、女性が 53.2％

となっており、全国の男女比と比べてやや女性の割合が高くなってい

ます。  

また、令和 5(2023)年には女性比率が 1.0 ポイント上昇し、現在よ

りもさらに女性の割合が高くなると推計されています。〔図表 3-2-51〕 

 

○ 年代別に見ると、65歳以上の割合は、34.5％（平成 30(2018)年）か

ら 38.4％（令和 5(2023)年推計）となり、高齢化が一層進むことが見

込まれています。〔図表 3-2-52〕 

 

 

◆人口の推移（田川保健医療圏） 〔図表 3-2-51〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

点以下を修正

（単位：人）

男性 59,914 （46.8%） 51,004 （45.8%）

女性 68,192 （53.2%） 60,422 （54.2%）

合計 128,106 111,426

2018 2023推計

128,106 人

2018年 2023年推計

田川

⇒
‐13.0%

111,426人
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◆田川保健医療圏の年齢階級別人口（平成 30(2018)年、令和 5(2023)年推計） 

〔図表 3-2-52〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

 

○ 全国の受療率を本医療圏の性・年齢等の人口構成に当てはめた場合、

全国の性・年齢階級別調整受療率を 1とすると本医療圏は 1.092で高

くなっています。 

 

○ 入院患者の流出入の状況をみると、本医療圏の患者は他医療圏の医

療機関に約 700 人/日が入院しているのに対し、他医療圏の患者は本

医療圏の医療機関に約 500 人/日が入院しており、本医療圏からの流

出が上回っています。〔図表 3-2-53〕 

   また、外来（無床診療所）患者の流出入の状況については、入院と

同様に400人/日の患者が本医療圏から流出していることになります。

〔図表 3-2-54〕 

◆入院患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-53〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

 

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

飯塚 0.3 飯塚 0.3

直方・鞍手 0.1 福岡・糸島 0.1
北九州 0.1 直方・鞍手 0.1

北九州 0.1
京築 0.1

計 0.5 計 0.7

流入 流出

流出入 1日あたり 0.2千人の流出過多
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◆外来患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-54〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

○ 今後、人口は一定の減少が見られますが、受療率の高い高齢者が

増えることを踏まえると、本医療圏の医療需要が大幅に減少するこ

とはないため、今後も継続的な医師の確保が必要となります。 

 

 

イ 医師供給 

○ 本医療圏の標準化医師数は 242人となっており、実際に医療施設に

従事する医師数の 246人を下回っています。 

 年代別に見ると 50 代以上が半分を超え、60 代以上も 27％を占める

など、高齢の医師の比率が高い医療圏となっています。〔図表 3-2-55〕 

 

○ 今後、医師の高齢化による医師数の減少や、医師の働き方改革によ

り、医師の長時間労働短縮の取り組みが加速すれば、さらに医師が不

足することが懸念されます。 

 

◆医師数の状況（田川保健医療圏） 〔図表 3-2-55〕 

 
出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」、厚生労働省提供データ 

 

 

 

男性 218 （90.1%） 219 （89.0%）

女性 24 （9.9%） 27 （11.0%）

合計 242 246

田川

標準化医師数 参考（医療施設従事者数） 25%

24%24%

18%

9%
30代以下

40代

50代

60代

70代以上

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

飯塚 0.1 飯塚 0.2

直方・鞍手 0.2
北九州 0.1

計 0.1 計 0.5

流出入 1日あたり 0.4千人の流出過多

流入 流出
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②医師確保の方針 

○ 今後、働き方改革への対応により医師確保が困難となってくることを

踏まえ、地域医療構想との整合を図りつつ、本県に勤務する医師の定着

等により現在の医師数が維持されるよう、取り組んでいきます。 

 

 

③医師確保の施策 

ア 臨床研修医の確保 

医療法及び医師法の改正に伴い、令和 2（2020）年 4 月から県に権限

が移譲される臨床研修病院の指定や研修医の募集定員の設定等を通じ

て、臨床研修の質の向上や医師少数区域における医師の確保を図ります。 

また、医学部生に向けた情報発信の強化を図ることにより、大学病院

及び基幹型臨床研修病院における臨床研修医の確保を支援します。 

 

イ 女性医師の支援・確保 

女性医師の離職防止や復職を支援するため、女性医師が出産・育児と

仕事を両立しやすいよう職場環境の整備を行う医療機関に対して支援

するとともに、県医師会や大学病院等の関係機関と連携して女性医師の

キャリア形成支援に取り組みます。 

 

ウ 医療勤務環境の改善 

医師の離職防止や医療安全確保を図るため、県庁内に設置した「福岡

県医療勤務環境改善支援センター」において、医療機関に対する勤務環

境改善のための支援に取り組みます。 

また、令和6(2024)年4月1日から適用される医師の時間外労働時間の上

限規制に対応するため、県医師会、福岡労働局と連携して、医療機関に

おける医師の労働時間短縮に向けた取り組みを支援します。 

 

エ 医師の働き方改革への対応 

国において、地域医療提供体制の確保の観点からやむを得ず時間外労

働時間の一定水準を超えざるを得ない医療機関を都道府県が指定する

枠組みや、医療機関における医師の長時間労働の実態及び労働時間短縮

の取組状況を客観的に分析・評価する仕組みについて検討が行われてい

ることから、今後の動向を注視し、適切な対応を行っていきます。 
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オ 医師確保状況等の把握・分析 

医師偏在指標を参考としつつ、国が構築を進めている医師情報（研修

先、勤務先、診療科等）データベースや、大学病院等が実施している県

内・県外への医師派遣を始めとした本県における医師確保の状況につい

て把握・分析を行い、医師確保対策を検討します。 
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（１２）北九州保健医療圏 

①現状と課題 

医師偏在指標 県内順位 全国順位 標準化医師数 参考値（※） 

283.4 4／13 41／335 3,376人 (1,835人) 

※本医療圏が医師少数区域にならないために最低限必要な医師数 

 

ア 医療需要 

○ 本医療圏の人口は平成 30(2018)年 1 月 1 日現在で約 1,097.8 千人

ですが、令和 5(2023)年には約 1,046.2千人となり、約 51.6千人（人

口比 4.7%）減少すると推計されています。〔図表 3-2-56〕 

 

○ 男女別で見ると、平成 30(2018)年では男性が 47.4％、女性が 52.6％

となっており、全国の男女比と比べてやや女性の割合が高くなってい

ます。  

また、令和 5(2023)年には女性比率が 0.3 ポイント上昇し、現在よ

りもさらに女性の割合が高くなると推計されています。〔図表 3-2-56〕 

 

○ 年代別に見ると、65歳以上の割合は、30.2％（平成 30(2018)年）か

ら 32.8％（令和 5(2023)年推計）となり、高齢化が一層進むことが見

込まれています。〔図表 3-2-57〕 

 

 

◆人口の推移（北九州保健医療圏） 〔図表 3-2-56〕  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

点以下を修正

（単位：人）

男性 520,042 （47.4%） 492,805 （47.1%）

女性 577,772 （52.6%） 553,426 （52.9%）

合計 1,097,814 1,046,231

2018 2023推計

1,097,814 人

2018年 2023年推計

北九州

⇒
‐4.7%

1,046,231人
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◆北九州保健医療圏の年齢階級別人口（平成 30(2018)年、令和 5(2023)年推計） 

〔図表 3-2-57〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

 

○ 全国の受療率を本医療圏の性・年齢等の人口構成に当てはめた場合、

全国の性・年齢階級別調整受療率を 1とすると本医療圏は 1.076で高

くなっています。 

 

○ 入院患者の流出入の状況をみると、本医療圏の患者は他医療圏の医

療機関に約 1,000 人/日が入院しているのに対し、他医療圏の患者は

本医療圏の医療機関に約 1,300 人/日が入院しており、本医療圏への

流入が上回っています。〔図表 3-2-58〕 

   また、外来（無床診療所）患者の流出入の状況については、入院と

同様に約600人/日の患者が本医療圏へ流入していることになります。

〔図表 3-2-59〕 

◆入院患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-58〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

 

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

京築 0.5 福岡・糸島 0.2

直方・鞍手 0.3 宗像 0.2
福岡・糸島 0.1 直方・鞍手 0.2

宗像 0.1 粕屋 0.1
田川 0.1 飯塚 0.1

（県外） 0.2 田川 0.1
京築 0.1

計 1.3 計 1.0

流入 流出

流出入 1日あたり 0.3千人の流入過多
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◆外来患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-59〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

 

○ 今後、人口は一定の減少が見られますが、受療率の高い高齢者が

増えることに加え、他医療圏からの患者流入が生じている状況を踏

まえると、本医療圏の医療需要が大幅に減少することはないため、

今後も継続的な医師の確保が必要となります。 

 

イ 医師供給 

○ 本医療圏の標準化医師数は 3,376人となっており、実際に医療施設

に従事する医師数の 3,344人を上回っています。 

 年代別に見ると 30代以下が最も多く、若い医師の比率が高い医療圏

となっています。〔図表 3-2-60〕 

 

○ 今後、医師の働き方改革により、医師の長時間労働短縮の取り組み

が加速すれば、労働時間が長い若い医師の割合が高い本医療圏への影

響は大きく、医師が不足することが懸念されます。 

 

◆医師数の状況（北九州保健医療圏） 〔図表 3-2-60〕 

 
出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」、厚生労働省提供データ 

男性 2,816 （83.4%） 2,732 （81.7%）

女性 560 （16.6%） 612 （18.3%）

合計 3,376 3,344

北九州

標準化医師数 参考（医療施設従事者数）

36%

23%

21%

14%

6%
30代以下

40代

50代

60代

70代以上

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

直方・鞍手 0.4 福岡・糸島 0.2

京築 0.3 直方・鞍手 0.2
福岡・糸島 0.1 宗像 0.1

宗像 0.1 京築 0.1
田川 0.1 （県外） 0.3

（県外） 0.6 その他 0.1
計 1.6 計 1.0

流出入 1日あたり 0.6千人の流入過多

流入 流出
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②医師確保の方針 

○ 本医療圏は医師多数区域であることから、新たな施策による他医療圏

からの医師確保を実施するのではなく、本医療圏内にて医療施設に従事

する医師の定着を通じた医師確保に取り組んでいきます。 

 

○ 今後、働き方改革への対応により医師確保が困難となってくることを

踏まえ、地域医療構想との整合を図りつつ、本県に勤務する医師の定着

等により現在の医師数が維持されるよう、取り組んでいきます。 

 

○ 本医療圏内にある医師少数スポット（藍島）における医師確保を図っ

ていきます。 

 

 

③医師確保の施策 

ア 自治医科大学卒業医師の派遣 

医療資源に恵まれないへき地等における医療の確保を図るため、地域

の医師不足の状況を踏まえた上で、自治医科大学卒業医師を派遣します。 

 

イ 臨床研修医の確保 

医療法及び医師法の改正に伴い、令和 2（2020）年 4 月から県に権限

が移譲される臨床研修病院の指定や研修医の募集定員の設定等を通じ

て、臨床研修の質の向上や医師少数区域における医師の確保を図ります。 

また、医学部生に向けた情報発信の強化を図ることにより、大学病院

及び基幹型臨床研修病院における臨床研修医の確保を支援します。 

 

ウ 総合診療医の養成 

新専門医制度の開始に伴い、基本領域に追加された総合診療専門医は、

複数の疾病を有する高齢者への対応や、小児科、産科・産婦人科、救急救

命等が不足する地域での初期診療の提供により、地域医療での活躍が期

待されていることから、その養成を支援していきます。 

 

エ キャリア形成プログラムの策定 

特定の診療科、医師少数区域、医師少数スポット等での診療義務を果

たす地域枠や自治医科大学卒業医師に対して、キャリア形成上の不安を

解消するとともに義務明け後の地域定着を図るため、医師本人の希望に

応じた能力開発・向上の機会確保のための就業に係るプログラムを策定
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します。 

 

オ 女性医師の支援・確保 

女性医師の離職防止や復職を支援するため、女性医師が出産・育児と

仕事を両立しやすいよう職場環境の整備を行う医療機関に対して支援

するとともに、県医師会や大学病院等の関係機関と連携して女性医師の

キャリア形成支援に取り組みます。 

 

カ 医療勤務環境の改善 

医師の離職防止や医療安全確保を図るため、県庁内に設置した「福岡

県医療勤務環境改善支援センター」において、医療機関に対する勤務環

境改善のための支援に取り組みます。 

また、令和6(2024)年4月1日から適用される医師の時間外労働時間の上

限規制に対応するため、県医師会、福岡労働局と連携して、医療機関に

おける医師の労働時間短縮に向けた取り組みを支援します。 

 

キ 医師の働き方改革への対応 

国において、地域医療提供体制の確保の観点からやむを得ず時間外労

働時間の一定水準を超えざるを得ない医療機関を都道府県が指定する

枠組みや、医療機関における医師の長時間労働の実態及び労働時間短縮

の取組状況を客観的に分析・評価する仕組みについて検討が行われてい

ることから、今後の動向を注視し、適切な対応を行っていきます。 

 

ク 医師確保状況等の把握・分析 

医師偏在指標を参考としつつ、国が構築を進めている医師情報（研修

先、勤務先、診療科等）データベースや、大学病院等が実施している県

内・県外への医師派遣を始めとした本県における医師確保の状況につい

て把握・分析を行い、医師確保対策を検討します。 
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（１３）京築保健医療圏 

①現状と課題 

医師偏在指標 県内順位 全国順位 標準化医師数 参考値（※） 

142.4 13／13 283／335 261人 (273人) 

※本保健医療圏が医師少数区域にならないために最低限必要な医師数 

 

ア 医療需要 

○ 本医療圏の人口は平成 30(2018)年 1 月 1 日現在で約 190.2 千人で

すが、令和 5(2023)年には約 173.2千人となり、約 17.0千人（人口比

9.0%）減少すると推計されています。〔図表 3-2-61〕 

 

○ 男女別で見ると、2018 年では男性が 48.5％、女性が 51.5％となっ

ており、全国の男女比と比べてやや女性の割合が高くなっています。

また、令和 5(2023)年には女性比率が 0.6 ポイント上昇し、現在より

もさらに女性の割合が高くなると推計されています。〔図表 3-2-61〕 

 

○ 年代別に見ると、65歳以上の割合は、30.4％（平成 30(2018)年）か

ら 33.9％（令和 5(2023)年推計）となり、高齢化が一層進むことが見

込まれています。〔図表 3-2-62〕 

 

 

◆人口の推移（京築保健医療圏） 〔図表 3-2-61〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

（単位：人）

男性 92,260 （48.5%） 82,890 （47.9%）

女性 97,988 （51.5%） 90,294 （52.1%）

合計 190,248 173,184

2018 2023推計

190,248 人
173,184 人

2018年 2023年推計

京築

⇒
‐9.0%
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◆京築保健医療圏の年齢階級別人口（平成 30(2018)年、令和 5(2023)年推計） 

〔図表 3-2-62〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 

 

○ 全国の受療率を本医療圏の性・年齢等の人口構成に当てはめた場合、

全国の性・年齢階級別調整受療率を 1とすると本医療圏は 0.932で若

干低くなっています。 

 

○ 入院患者の流出入の状況をみると、本医療圏の患者は他医療圏の医

療機関に約 700 人/日が入院しているのに対し、他医療圏の患者は本

医療圏の医療機関に約 400 人/日が入院しているので、本医療圏から

の流出が上回っています。〔図表 3-2-63〕 

また、外来（無床診療所）患者の流出入の状況については、入院と

同様に約 300 人/日の患者が本医療圏から流出していることになりま

す。〔図表 3-2-64〕 

◆入院患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-63〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

 

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

田川 0.1 北九州 0.5

北九州 0.1 （県外） 0.2
（県外） 0.2

計 0.4 計 0.7

流入 流出

流出入 1日あたり 0.3千人の流出過多
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◆外来患者の流出入数の状況 〔図表 3-2-64〕 

（単位：千人／日） 

 

 

 

 

○ 今後、人口は減少傾向が見られますが、受療率の高い高齢者が増

えることを踏まえると、本医療圏の医療需要が大幅に減少すること

はないため、今後も継続的な医師の確保が必要となります。 

 

イ 医師供給 

○ 本医療圏の標準化医師数は 261人となっており、実際に医療施設に

従事する医師数の 269人を下回っています。 

   年代別に見ると 50代以上が半分を超え、60代以上も 31％を占める

など、高齢の医師の比率が高い医療圏となっています。〔図表 3-2-65〕 

 

○ 今後、医師の高齢化による医師数の減少や、医師の働き方改革によ

り、医師の長時間労働短縮の取り組みが加速すれば、さらに医師が不

足することが懸念されます。 

 

◆医師数の状況（京築保健医療圏） 〔図表 3-2-65〕 

 
出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」、厚生労働省提供データ 

 

 

 

男性 239 （91.6%） 244 （90.7%）

女性 22 （8.4%） 25 （9.3%）

合計 261 269

京築

標準化医師数 参考（医療施設従事者数） 19%

21%

29%

23%

8%
30代以下

40代

50代

60代

70代以上

二次保健
医療圏

患者
流入数

二次保健
医療圏

患者
流出数

北九州 0.1 北九州 0.3

（県外） 0.3 （県外） 0.4
計 0.4 計 0.7

流出入 1日あたり 0.3千人の流出過多

流入 流出
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② 医師確保の方針 

○ 医師の確保を重点的に推進する地域である医師少数区域に設定して

います。 

 

○ 現在、大学病院等からの非常勤講師の派遣はあるものの、今後は地域

医療構想の進捗や働き方改革の対応等により、医師の確保がより一層困

難になることが懸念されていることを踏まえ、継続的な医師派遣や常勤

医師の確保等により、標準化医師数の増加を図ります。 

 

 

③ 確保すべき目標医師数 

○ ２７３人 

  （医師偏在指標の下位 33.3％を脱するために最低限必要な医師数） 

 

 

④ 医師確保の施策 

ア 自治医科大学卒業医師の派遣 

医療資源に恵まれないへき地等における医療の確保を図るため、地域

の医師不足の状況を踏まえた上で、自治医科大学卒業医師を派遣します。 

 

イ  臨床研修医の確保 

医療法及び医師法の改正に伴い、令和 2（2020）年 4 月から県に権限

が移譲される臨床研修病院の指定や研修医の募集定員の設定等を通じ

て、臨床研修の質の向上や医師少数区域における医師の確保を図ります。 

また、医学部生に向けた情報発信の強化を図ることにより、大学病院

及び基幹型臨床研修病院における臨床研修医の確保を支援します。 

 

ウ 総合診療医の養成 

新専門医制度の開始に伴い、基本領域に追加された総合診療専門医は、

複数の疾病を有する高齢者への対応や、小児科、産科・産婦人科、救急救

命等が不足する地域での初期診療の提供により、地域医療での活躍が期

待されていることから、その養成を支援していきます。 

 

エ キャリア形成プログラムの策定 

特定の診療科、医師少数区域、医師少数スポット等での診療義務を果   

たす地域枠や自治医科大学卒業医師に対して、キャリア形成上の不安を
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解消するとともに義務明け後の地域定着を図るため、医師本人の希望に

応じた能力開発・向上の機会確保のための就業に係るプログラムを策定

します。 

 

オ 女性医師の支援・確保 

女性医師の離職防止や復職を支援するため、女性医師が出産・育児と

仕事を両立しやすいよう職場環境の整備を行う医療機関に対して支援

するとともに、県医師会や大学病院等の関係機関と連携して女性医師の

キャリア形成支援に取り組みます。 

 

カ 医療勤務環境の改善 

医師の離職防止や医療安全確保を図るため、県庁内に設置した「福岡

県医療勤務環境改善支援センター」において、医療機関に対する勤務環

境改善のための支援に取り組みます。 

また、令和6(2024)年４月１日から適用される医師の時間外労働時間の

上限規制に対応するため、県医師会、福岡労働局と連携して、医療機関

における医師の労働時間短縮に向けた取り組みを支援します。 

 

キ 医師の働き方改革への対応 

国において、地域医療提供体制の確保の観点からやむを得ず時間外労

働時間の一定水準を超えざるを得ない医療機関を都道府県が指定する枠

組みや、医療機関における医師の長時間労働の実態及び労働時間短縮の

取組状況を客観的に分析・評価する仕組みについて検討が行われている

ことから、今後の動向を注視し、適切な対応を行っていきます。 

 

ク 医師確保状況等の把握・分析 

医師偏在指標を参考としつつ、国が構築を進めている医師情報（研修

先、勤務先、診療科等）データベースや、大学病院等が実施している県

内・県外への医師派遣を始めとした本県における医師確保の状況につい

て把握・分析を行い、医師確保対策を検討します。 
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２ 産科 

（１）相対的医師少数区域に該当する周産期医療圏 

①現状と課題 

 
産科医師 

偏在指標 
県内順位 全国順位 

標準化産科 

医師数 

粕屋 8.5  7/13 205/284 17人 

宗像 7.6  8/13 231/284 12人 

筑紫 5.6 10/13 269/284 20人 

朝倉 4.9 11/13 272/284  2人 

有明 7.5  9/13 234/284 14人 

直方・鞍手 4.8 12/13 273/284  2人 

京築 2.2 13/13 276/284  3人 

 

○ 平成 29(2017)年と令和 5(2023)年における分娩数の減少率は、朝倉周

産期医療圏が 19.5％と県内で最も高く、他にも有明周産期医療圏

（16.0％）、京築周産期医療圏（14.4％）、及び直方・鞍手周産期医療圏

（10.9％）において高くなっており、医療需要が減少することが想定さ

れます。〔図表 3-2-66〕 

 

○ また県内４地域（福岡、筑後、筑豊、北九州）で区分すると、分娩

数の減少率は福岡地域に該当する周産期医療圏では県全体より低く、

他の３地域に該当する周産期医療圏では県全体より高くなります。〔図

表 3-2-66〕 

 

○ しかしながら、当該７周産期医療圏の産科・産婦人科医においては、

50 歳以上の割合が 50％を超えており、今後の更なる医師の高齢化や働

き方改革による小児科医 1人あたりの労働力が低下することを考慮する

と、今後はより産科医の定着及び確保が必要となります。〔図表 3-2-67〕 
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◆分娩件数の減少率 〔図表 3-2-66〕 

 
分娩件数（単位：件） 

増減率 
2017年 2023年推計 

全 国 888,464件 793,753件 ▲10.7％ 

福 岡 県 36,611件 33,064件 ▲ 9.7％ 

福 岡 

福岡・糸島 11,338件 10,549件 ▲ 7.0％ 

粕屋 1,905件 1,907件 0.1％ 

宗像 1,489件 1,345件 ▲ 9.7％ 

筑紫 3,406件 3,210件 ▲ 5.8％ 

筑 後 

朝倉 404件 325件 ▲19.5％ 

久留米 4,918件 4,306件 ▲12.4％ 

八女・筑後 589件 510件 ▲13.4％ 

有明 1,893件 1,591件 ▲16.0％ 

筑 豊 

飯塚 1,639件 1,418件 ▲13.5％ 

直方・鞍手 358件 319件 ▲10.9％ 

田川 589件 491件 ▲16.7％ 

北九州 
北九州 6,800件 5,997件 ▲11.8％ 

京築 1,282件 1,097件 ▲14.4％ 

出典：厚生労働省提供データ 

 

◆産科・産婦人科医における 50歳以上の割合  〔図表 3-2-67〕 

粕屋 宗像 筑紫 朝倉 有明 直方・鞍手 京築 

58.8％ 66.7％ 65.0％ 100％ 57.1％ 100％ 100％ 

出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」 

 

②医師確保の方針 

○ 当該医療圏においては、周産期医療提供体制の整備について配慮が

必要な医療圏であるため、特に通常分娩を取り扱う体制の維持に努め

るとともに、県内 4地域（福岡、筑後、筑豊、北九州）における周産

期母子医療センターの医師確保を図ります。 

 

③偏在対策基準医師数を踏まえた施策 

ア 特定診療科の医師確保 

   久留米大学医学部に福岡県特別枠（定員5名）を設けて、産科、小児科、

外科、麻酔科、救命救急等、医師の確保が困難な診療科に将来従事しよ
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うとする医学部生に対し奨学金を貸与し、当該診療科に従事する医師の

確保に取り組みます。 

 

イ 産科の医師確保 

政策医療の観点からも特に必要性が高い周産期医療における産科の

医師を確保するため、当該診療科の医師の処遇改善に取り組む医療機

関を支援します。 

また、インセンティブの付与等により、産科医が相対的に少ない地

域等での医師確保に取り組みます。 

 

ウ 女性医師の支援・確保 

女性医師の離職防止や復職を支援するため、女性医師が出産・育児

と仕事を両立しやすいよう職場環境の整備を行う医療機関に対して支

援するとともに、県医師会や大学病院等の関係機関と連携して女性医

師のキャリア形成支援に取り組みます。 

 

 

（２）相対的医師少数区域以外の周産期医療圏 

①現状と課題 

    
産科医師 

偏在指標 
県内順位 全国順位 

標準化産科 

医師数 

福岡・糸島 16.9 3/13  39/284 186人 

久留米 17.3 1/13  34/284  82人 

八女・筑後 12.6 5/13 100/284   8人 

飯塚 12.2 6/13 105/284  20人 

田川 14.6 4/13  63/284   8人 

北九州 16.9 2/13  37/284 114人 

 

○ 平成 29(2017)年と令和 5(2023)年における分娩数の減少率は、福岡・

糸島周産期医療圏が 7.0％と県内で最も低くなっていますが、他の医療

圏では県内平均以上の減少率となっています。〔図表 3-2-66〕 

 

○ 相対的医師少数区域と比較すると、当該６周産期医療圏の産科・産婦

人科医における 50 歳以上の割合は八女・筑後保健医療圏を除き低いも

のの、働き方改革による医師 1人あたりの労働力低下を考慮すると、令



106 

 

和 5(2023)年において当該医療圏は相対的医師少数区域となる可能性が

あるため、今後も産科医の定着及び確保が必要となります。〔図表 3-2-

67、3-2-68〕 

 

◆産科・産婦人科医における 50歳以上の割合  〔図表 3-2-68〕 

福岡・糸島 久留米 八女・筑後 飯塚 田川 北九州 

41.9％ 37.8％ 62.5％ 45.0％ 37.5％ 45.6％ 

出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」 

 

②医師確保の方針 

○ 当該医療圏は相対的医師少数区域ではありませんが、その労働環境

に鑑みれば産科医の確保が必要であることから、周産期医療圏ごとの

通常分娩を取り扱う体制の維持に努めるとともに、県内 4地域（福

岡、筑後、筑豊、北九州）における周産期母子医療センターの医師確

保を図ります。 

 

③偏在対策基準医師数を踏まえた施策 

ア 特定診療科の医師確保 

久留米大学医学部に福岡県特別枠（定員5名）を設けて、産科、小児科、

外科、麻酔科、救命救急等、医師の確保が困難な診療科に将来従事しよ

うとする医学部生に対し奨学金を貸与し、当該診療科に従事する医師の

確保に取り組みます。 

 

イ 産科の医師確保 

政策医療の観点からも特に必要性が高い周産期医療における産科の

医師を確保するため、当該診療科の医師の処遇改善に取り組む医療機

関を支援します。 

また、産科医が相対的に少ない地域等での医師確保に取り組みま

す。 

 

ウ 女性医師の支援・確保 

女性医師の離職防止や復職を支援するため、女性医師が出産・育児

と仕事を両立しやすいよう職場環境の整備を行う医療機関に対して支

援するとともに、県医師会や大学病院等の関係機関と連携して女性医

師のキャリア形成支援に取り組みます。  
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３ 小児科 

（１）相対的医師少数区域に該当する小児医療圏 

①現状と課題 

      
小児科医師 

偏在指標 
県内順位 全国順位 

標準化小児 

科医師数 

粕屋 73.2 11/13 251/311 33人 

宗像 74.5 10/13 246/311 14人 

筑紫 72.5 12/13 255/311 51人 

八女・筑後 81.1  8/13 226/311 11人 

直方・鞍手 78.2  9/13 235/311  7人 

京築 49.5 13/13 305/311  8人 

 

○ 平成 30(2018)年と令和 5(2023)年における年少人口（14歳以下）は宗

像小児医療圏が県内唯一増加しているほか、粕屋小児医療圏及び筑紫小

児医療圏が県全体の減少率を下回っており、医療需要の低下は少ないこ

とが想定されます。〔図表 3-2-69〕 

 

○  また県内 4地域（福岡、筑後、筑豊、北九州）で区分すると、年少人

口の減少率は福岡地域に該当する小児医療圏では県全体より低く、他の

3 地域に該当する小児医療圏では県全体より高くなります。〔図表 3-2-

69〕 

 

○ 当該６小児医療圏の小児科医においては、50 歳以上の割合が 50％を

超えており、今後の更なる医師の高齢化や働き方改革による小児科医 1

人あたりの労働力が低下することを考慮すると、今後はより小児科医の

定着及び確保が必要となります。〔図表 3-2-70〕 
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◆年少人口の減少率  〔図表 3-2-69〕 

 
年少人口（単位：千人） 

増減率 
2017年 2023年推計 

福 岡 県 692.72 651.44 ▲ 6.0％ 

福 岡 

福岡・糸島 222.30 216.68 ▲ 2.5％ 

粕屋 48.05 47.63 ▲ 0.9％ 

宗像 23.33 23.47 0.6％ 

筑紫 67.72 65.07 ▲ 3.9％ 

筑 後 

朝倉 10.82 9.46 ▲12.6％ 

久留米 63.22 58.23 ▲ 7.9％ 

八女・筑後 17.51 16.04 ▲ 8.4％ 

有明 25.46 21.96 ▲13.7％ 

筑 豊 

飯塚 23.14 20.62 ▲10.9％ 

直方・鞍手 13.42 12.43 ▲ 7.4％ 

田川 15.99 13.87 ▲13.2％ 

北九州 
北九州 137.28 124.10 ▲ 9.6％ 

京築 24.48 21.88 ▲10.6％ 

出典：総務省「住民基本台帳人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別 

将来推計人口」 

 

◆小児科医における 50歳以上の割合  〔図表 3-2-70〕 

粕屋 宗像 筑紫 八女・筑後 直方・鞍手 京築 

60.0％ 57.1％ 52.0％ 58.3％ 100％ 77.8％ 

出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」 

 

 

②医師確保の方針 

○ 当該小児医療圏においては、小児医療提供体制の整備について、特

に配慮が必要な小児医療圏であるため、小児医療圏ごとに医師の確保

を図りつつ、県内 4地域（福岡、筑後、筑豊、北九州）における医療

提供体制の整備を図ります。 

 

③偏在対策基準医師数を踏まえた施策 

ア 特定診療科の医師確保 

久留米大学医学部に福岡県特別枠（定員5名）を設けて、産科、小児科、
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外科、麻酔科、救命救急等、医師の確保が困難な診療科に将来従事しよ

うとする医学部生に対し奨学金を貸与し、当該診療科に従事する医師の

確保に取り組みます。 

 

イ 小児科の医師確保 

政策医療の観点からも特に必要性が高い周産期医療における小児科

の医師を確保するため、当該診療科の医師の処遇改善に取り組む医療

機関を支援します。 

また、小児科医が相対的に少ない地域等での医師確保に取り組みま

す。 

 

ウ 女性医師の支援・確保 

女性医師の離職防止や復職を支援するため、女性医師が出産・育児

と仕事を両立しやすいよう職場環境の整備を行う医療機関に対して支

援するとともに、県医師会や大学病院等の関係機関と連携して女性医

師のキャリア形成支援に取り組みます。 

 

 

（２）相対的医師少数区域以外の小児医療圏 

①現状と課題    

 
小児科医師 

偏在指標 
県内順位 全国順位 

標準化小児 

科医師数 

福岡・糸島 118.8 5/13  69/311 292人 

朝倉 124.8 3/13  47/311   9人 

久留米 183.8 1/13   7/311 149人 

有明 122.1 4/13  54/311  29人 

飯塚 100.1 6/13 135/311  24人 

田川  98.1 7/13 153/311  11人 

北九州 126.4 2/13  45/311 185人 

 

○ 平成 30(2018)年と令和 5(2023)年における年少人口（14歳以下）の

減少率は、有明小児医療圏が 13.7％と県内で最も高くなっているほ

か、福岡・糸島小児医療圏以外は県内平均以上の減少率となっていま

す。〔図表 3-2-69〕 
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○ 当該７小児医療圏の小児科医における 50 歳以上の割合は小児医療圏

によってバラつきが見られます。しかしながら、今後の更なる医師の高

齢化や働き方改革による小児科医 1人あたりの労働力が低下することを

考慮すると、令和 5(2023)年において当該小児医療圏は相対的医師少数

区域となる可能性があるため、今後も小児科医の定着及び確保が必要と

なります。〔図表 3-2-71〕 

 

◆小児科医における 50歳以上の割合  〔図表 3-2-71〕 

福岡・糸島 朝倉 久留米 有明 飯塚 田川 北九州 

40.4％ 88.9％ 34.2％ 80.6％ 47.8％ 63.6％ 44.8％ 

出典：厚生労働省「平成 28年医師・歯科医師・薬剤師調査」 

 

 

②医師確保の方針 

○ 当該小児医療圏については相対的医師少数区域ではありませんが、

その労働環境を鑑みれば小児科医が必要であることから、小児医療圏

ごとに医師の確保を図りつつ、県内 4地域（福岡、筑後、筑豊、北九

州）における医療提供体制の整備を図ります。 

 

 

③偏在対策基準医師数を踏まえた施策 

ア 特定診療科の医師確保 

久留米大学医学部に福岡県特別枠（定員5名）を設けて、産科、小児科、

外科、麻酔科、救命救急等、医師の確保が困難な診療科に将来従事しよ

うとする医学部生に対し奨学金を貸与し、当該診療科に従事する医師の

確保に取り組みます。 

 

イ 小児科の医師確保 

政策医療の観点からも特に必要性が高い周産期医療における小児科

の医師を確保するため、当該診療科の医師の処遇改善に取り組む医療

機関を支援します。 

また、小児科医が相対的に少ない地域等での医師確保に取り組みま

す。 
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ウ 女性医師の支援・確保 

女性医師の離職防止や復職を支援するため、女性医師が出産・育児

と仕事を両立しやすいよう職場環境の整備を行う医療機関に対して支

援するとともに、県医師会や大学病院等の関係機関と連携して女性医

師のキャリア形成支援に取り組みます。  
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第３節 医師少数スポット 

 １ 現状と課題 

＜離島（4地域）＞ 

①藍島（北九州市小倉北区） 

②大島（宗像市） 

③相島（新宮町） 

④玄界島（福岡市西区） 

＜離島を除くへき地（4地域）＞ 

 ⑤東峰村小石原地域（東峰村立診療所を中心とした半径 4km の地域） 

⑥東峰村鼓地域（東峰村立鼓診療所を中心とした半径 4kmの地域） 

⑦八女市矢部地域（矢部診療所を中心とした半径 4kmの地域） 

⑧八女市辺春地域（辺春診療所を中心とした半径 4kmの地域） 

 

○ 医師少数スポットに設定した以下の 8つの地域は、いずれの地域も最 

寄りの医療機関へのアクセスが悪く、現状では地元医師会や自治医科大

学卒業医師の派遣によって医師確保ができているものの、派遣がなくな

ると、地理的条件から安定的な医師の確保は困難となります。 

 

 ２ 医師確保の方針及び施策 

 （１）医師確保の方針 

   医師少数区域を除く県内の二次保健医療圏からの医師確保を図ります。 

 

 （２）医師確保の施策 

① 自治医科大学卒業医師の派遣 

医療に恵まれないへき地等における医療の確保を図るため、地域の医

師不足の状況を踏まえた上で、自治医科大学卒業医師を派遣します。 

 

② 総合診療医の養成 

新専門医制度の開始に伴い、基本領域に追加された総合診療専門医は、

複数の疾病を有する高齢者への対応や、小児科、産科・産婦人科、救急救

命等が不足する地域での初期診療の提供により、地域医療での活躍が期

待されていることから、その養成を支援していきます。 
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③ キャリア形成プログラムの策定 

特定の診療科、医師少数区域、医師少数スポット等での診療義務を果   

たす地域枠や自治医科大学卒業医師に対して、キャリア形成上の不安を

解消するとともに義務明け後の地域定着を図るため、医師本人の希望に

応じた能力開発・向上の機会確保のための就業に係るプログラムを策定

します。 
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第４章 医師確保計画の効果の測定・評価について 

 

○ 医師確保計画の効果については、国が計画終了時点で活用可能な最新デ

ータから医師偏在指標の値の見込みを算出することから、これに基づいて

測定・評価します。 

 

○ 医師確保計画の測定・評価の結果については、次期医師確保計画の策

定・見直しに反映させます。 

 

○ 医師確保計画の見直しにあたっては、非常勤医師の派遣、既存資料の把

握や収集及び医療機関等への聞き取り等を通じて、県全体の医師確保の実

態把握を行い、次期医師確保計画に生かしていきます。 

 

○ 医師偏在指標には考慮されていない医療需要や医師供給に関するデータ

があることから、次期医師確保計画の策定の際には、より実態に即した指

標となるよう国に対し要望します。 
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 巻末データ  

〔医師偏在指標 算出式〕 

１ 医師全体 

                  

医師偏在指標 ＝  

            

(※１) 標準化医師数 ＝ Σ 性年齢階級別医師数× 

 

(※２) 地域の標準化受療率比 ＝  

(※３) 地域の期待受療率 ＝  

 

(※４) 全国の性年齢階級別調整受療率 ＝  

無床診療所医療医師需要度(※５) × 全国の無床診療所受療率×  

無床診療所患者流出入調整係数(※７)  

      ＋ 全国の入院受療率 × 入院患者流出入調整係数(※８) 

(※５) 無床診療所医療医師需要度 ＝ 

      

 

 

 

(※６) 全国の無床診療所外来患者数 ＝ 

     全国の外来患者数 ×  

 

(※７) 無床診療所患者流出入調整係数 ＝  

 

地域の期待受療率（※３） 

性年齢階級別平均労働時間 

全医師の平均労働時間 

（地域の人口 / 10万人）× 地域の標準化受療率比（※２） 

標準化医師数（※１）（医療施設従事医師数×労働時間調整係数） 

全国の期待受療率 

Σ (全国の性年齢階級別調整受療率（※４）× 地域の性年齢階級別人口) 

地域の人口 

マクロ需給推計における外来医師需要 

全国の無床診療所外来患者数(※６) 

マクロ需給推計における入院医師需要 

全国の入院患者数 

初診・再診・在宅医療算定回数 〔 有床・無床診療所 〕 

初診・再診・在宅医療算定回数 〔 無床診療所 〕 

無床診療所患者数(患者住所地) ＋ 無床診療所患者流出入数 － 無床診療所患者流出数 

無床診療所患者数(患者住所地) 
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 (※８) 入院患者流出入調整係数 ＝  

 

 

 

 

２ 産科における医師偏在指標の設計 

    

  産科医師偏在指標 ＝  

 

   ※ 標準化産科・産婦人科医師数 ＝ 

        Σ 性年齢階級別医師数 × 

 

 

３ 小児科における医師偏在指標の設計 

 

小児医師偏在指標 ＝  

   

            

(※１) 標準化小児科医師数 ＝  

 

 

 

(※２) 地域の標準化受療率比 ＝  

(※３) 地域の期待受療率 ＝  

 

入院患者数(患者住所地) ＋ 入院患者流出入数 － 入院患者流出数 

入院患者数(患者住所地) 

標準化産科・産婦人科医師数（※） 

（医療施設従事医師数×労働時間調整係数） 

分娩件数 /  1,000件 

性年齢階級別平均労働時間 

全医師の平均労働時間 

地域の期待受療率（※３） 

性年齢階級別平均労働時間 

全医師の平均労働時間 

（地域の年少人口 / 10万人）× 地域の標準化受療率比（※２） 

全国の期待受療率 

Σ (全国の性年齢階級別調整受療率（※４）× 地域の性年齢階級別年少人口) 

地域の年少人口 

標準化小児科医師数（※１）（医療施設従事医師数×労働時間調整係数） 

Σ 性年齢階級別医師数 × 
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(※４) 全国の性年齢階級別調整受療率 ＝  

無床診療所医療医師需要度(※５) × 全国の無床診療所受療率×  

無床診療所年少患者流出入調整係数(※７)  

      ＋ 全国の入院受療率 × 入院年少患者流出入調整係数(※８) 

 (※５) 無床診療所医療医師需要度 ＝ 

      

 

 

(※６) 全国の無床診療所外来患者数 ＝ 

     全国の外来患者数 ×  

 

(※７) 無床診療所年少患者流出入調整係数 ＝  

 

(※８) 入院年少患者流出入調整係数 ＝  

 

 

 

マクロ需給推計における外来医師需要 

全国の無床診療所外来患者数(※６) 

マクロ需給推計における入院医師需要 

全国の入院患者数 

初診・再診・在宅医療算定回数 〔 有床・無床診療所 〕 

初診・再診・在宅医療算定回数 〔 無床診療所 〕 

無床診療所年少患者数(患者住所地) ＋ 無床診療所年少患者流出入数 － 無床診療所年少患者流出数 

無床診療所年少患者数(患者住所地) 

入院年少患者数(患者住所地) ＋ 入院年少患者流出入数 － 入院年少患者流出数 

入院年少患者数(患者住所地) 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    福岡県医師確保計画 
（福岡県保健医療計画別冊） 

＝ 令和   年   月 ＝ 

                                            

福 岡 県 

 

福  岡  県 

保健医療介護部 

医 療 指 導 課 

 

郵便番号 812-8577 

住  所 福岡県福岡市博多区東公園7番7号 

電話番号 （092）643-3328 

ホームページ http://www.pref.fukuoka.lg.jp/ 
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